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Ⅰ．ミドルマネジャーをめぐる現状課題 

 

 

はじめに～なぜ、ミドルマネジャーの問題を取り上げるのか 

 経済活動のグローバル化にともなう国際競争の激化、尐子・高齢化の進行、

雇用形態の多様化、ステークホルダーからの要請の強まりなど、企業をとりま

く環境はバブル崩壊後の 20 年間で大きく変化している。 

 企業はこのような環境変化に対忚し発展を続けていかねばならないが、その

際に要となるのは人材であり、とりわけミドルマネジャー（40 歳前後の管理職。

いわゆる“課長”相当職）である。 

 しかしながら、ミドルマネジャーをめぐっては、「プレイング・マネジャー化

が進んでいるため、自分に課せられた目標やノルマは概ね達成するが、日々の

多忙な業務に追われて全体の管理や部下指導・育成が疎かになっている」とい

った指摘が経営トップや人事担当者から多く聞かれる。 

 職場の司令塔であるミドルマネジャーが日々の業務に追われて、本来求めら

れる職場全体の管理や、部下指導・育成が疎かになることは、企業の現場力や

人材育成力を低下させ、企業競争力の減退を招きかねない重大な問題である。

ミドルマネジャーが求められる役割を果たしやすい環境をつくることは、企業

にとっての焦眉の課題と言える。また、ミドルマネジャーをめぐる問題は、海

外の企業からはあまり聞こえてこないことから、なぜ、日本のミドルマネジャ

ーだけが疲弊しているのかという疑問もある。 

 このような問題意識から、ミドルマネジャーをとりまく現状課題やその構造

的な要因を明らかにするとともに、企業ヒアリングなどを通じて得られた効果

的な対忚策について取りまとめ、各社が取り組む際の参考にしていただくこと

を狙いとして、本報告書を作成した。 

 

１．ミドルマネジャーの現状に対する認識  

（１）大学の調査結果 

 実際に、ミドルマネジャーは自分の置かれている状況をどのように認識して

いるのか。学校法人産業能率大学の調査によると、３年前と比較した職場の状

況について、過半数の課長が「業務量が増している」と感じており、「成果に対

するプレッシャーが強まっている」との回答も４割を超えている（図表１）。 
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図表１ ３年前と比較した職場の状況の変化（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：調査対象は従業員規模 100 人以上の上場企業における部下が１人以上いる者 

出典：学校法人産業能率大学「上場企業の課長に関する実態調査」（2011 年１月） 

 

 また、プレーヤーとしての仕事の割合が業務の半分を超えている人の割合は

40.0％（図表２）となっており、プレーヤーとしての活動がマネジメント活動

に支障があるとした回答も 54.8％に達している（図表３）。 

 

図表２ プレーヤーとしての仕事の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：学校法人産業能率大学「上場企業の課長に関する実態調査」（2011 年１月） 
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図表３ プレーヤー活動のマネジメント活動に対する支障の有無 

 

 

 

 

出典：学校法人産業能率大学「上場企業の課長に関する実態調査」（2011 年 1 月） 

 

 さらに、課長としての悩みをみると、「業務量が多すぎて余裕がない」（33.6％）、

「部下の人事評価が難しい」（32.9％）、「部下がなかなか育たない」（29.7％）

の３つが上位を占めている（図表４）。 

 

図表４ 課長としての悩み（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：学校法人産業能率大学「上場企業の課長に関する実態調査」（2011 年 1 月） 

 

（２）経団連の調査結果 

 経団連は 2011 年７月に、ミドルマネジャーの現状課題を把握することを目的

に、会員企業のミドルマネジャー（40 歳前後の管理職 314 人が回答）に実施し

たアンケート調査結果をとりまとめた。 

 本調査では、ミドルマネジャーに対して自身の仕事や職場・会社の施策など

計 27 項目について、「そう思う」「まあそう思う」「あまりそう思わない」「そう

思わない」の４段階で満足度を回答してもらった。図表５はその結果をトルネ

ードチャートにしたものであり、棒グラフの白い部分（中央から左側）が大き

いほど不満が高いことを意味する。 
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図表５ ミドルマネジャーの職場に対する満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：中央より右に伸びている網掛けの棒グラフは「そう思う」「まあそう思う」と回答 

        した人の割合の合計。一方、左に伸びている白色の棒グラフは「そう思わない」「あ 

   まりそう思わない」と回答した人の合計。 

注２：各項目の割合（％）は、「当該項目回答数÷当該項目回答者数×100」で算出 

出典：経団連「ミドルマネジャーの現状課題の把握等に関する調査結果」（2011 年７月） 

 

 上記２つの調査結果から、多くのミドルマネジャーが、業務量が増大する中

でプレーヤーとしての活動を余儀なくされており、増大する一方の業務負荷へ

の対忚と部下指導・育成に悩みを抱えていることや、職場に対する全体的な満

足度は高いものの、自社の教育訓練施策、業務量、人員面（図表中に囲みのあ

る２ヵ所）に関しては不満が高いことがわかる。 
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２．ミドルマネジャーに求められる基本的役割 

 ミドルマネジャーをめぐる現状課題とその対忚策を検討するにあたっては、

そもそもミドルマネジャーにはどのような役割が求められているのかを明確に

する必要がある。 

 ミドルマネジャーとは、平たく言えば、部下を監督し、組織目標の達成に向

けて責任をもつ存在である。ただし、実際にはさまざまな役割をこなしていく

ことが求められ、その内容は多岐にわたることから、本報告書では、①情報関

係、②業務遂行関係、③対人関係、④コンプライアンス関係という４つの視点

から整理した。 

 

（１）情報関係 

 第一は、情報に関するものである。絶えず社内外の情報を収集し、自社をと

りまく状況を分析するとともに、直面する課題や商機を明確にしながら、必要

な情報を経営トップに迅速かつ的確に伝達し、上司や部下との間で共有するこ

とは、経営環境の変化のスピードが早い昨今において極めて重要な役割である。 

 また、経営トップが示す目標や経営方針、メッセージを自分なりに理解して

咀嚼し、自分の言葉として部下にしっかりと伝えて、現場に浸透させ、チーム

が進むべき方向を指し示す、いわゆる「連結ピン」としての役割を果たすこと

も重要な基本的役割である。 

 さらに、経営のグローバル化やグループ経営が進展していることから、海外

も含めたグループ企業や関係部署との折衝・情報共有、社外の取引先や顧客か

らの要請への対忚も、ミドルマネジャーに求められる大切な役割の一つである。 

  

（２）業務遂行関係 

 第二は、業務遂行に関するものであり、大きく分けて、①日常業務の管理や

組織が直面する課題を解決するもの、②新規事業やプロジェクトの推進、イノ

ベーションの創出、③経営のグローバル化などへの対忚に関するものがある。 

 日常業務の管理や組織が直面する課題の解決にあたっては、業務遂行と課題

解決のためのＰＤＣＡサイクルを着実に回すことが求められる。具体的には、

自らの部署の目標設定や課題解決に向けた戦略・方針の策定、部下への指示と

監督、業務の進捗状況や達成状況の確認、業務効率化の推進、必要に忚じた作

業方法の見直しなどが挙げられる。これらがしっかりと実践できなければ、他

のどの役割に長けていたとしても、管理者として高い評価を受けることはない

といっても過言ではない。 
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 また、高齢化や国内消費市場の成熟化などを踏まえ、消費者のニーズを的確

に捉えた製品・サービスの提供や潜在的なニーズの掘り起こし、既存のビジネ

スに捉われない新規事業・プロジェクトの企画立案といった、現場発のイノベ

ーティブな提案をミドルマネジャーに期待する経営トップは増えている。 

 さらに、国内市場の縮小や新興国の台頭などを受け、海外進出先でのマーケ

ティング、現地の消費者にとって魅力のある製品・サービスの企画立案、それ

らを安定的に供給するための事業体制の構築、海外のパートナー企業との綿密

な連携など、海外ビジネスを推進していくことは、ミドルマネジャーに今後ま

すます求められる重要な役割と言える。 

  

（３）対人関係 

 第三は、対人関係である。わが国企業の競争力の源泉はヒトであるといわれ

るように、組織の継続性から考えた場合、部下の指導・育成と働きやすい職場

環境づくりは、ミドルマネジャーの最も重要な役割である。具体的には、部下

一人ひとりの性格や長所・短所を踏まえた指導・育成、仕事に対する動機づけ、

部下同士が積極的に協働するような職場づくりなどが求められる。また、世代

間や個人的な価値観、意識、認識のギャップなどから生じる人間関係上のトラ

ブルは、メンタルヘルス不全やパワーハラスメントを招く要因にもなり、職場

に与える影響も大きいことから、人間関係上のトラブルの早期発見と早期解決

も重要な役割である。 

 さらに、取引先をはじめとする社外の関係者との連携強化や人脈づくりなど

も、ミドルマネジャーが率先して果たしていくべき役割である。 

 

（４）コンプライアンス関係 

 第四は、コンプライアンス関係である。個人情報保護法への対忚や、内部統

制、機密情報の漏えい対策、適切な労働時間管理、労働関連法規の遵守、メン

タルヘルス対策などは、総務部や人事部などが主体となって組織的に対忚する

こととあわせて、現場を管理するミドルマネジャーも広くその責任を負ってい

る。コンプライアンス違反は企業の存続そのものを揺るがす問題にも発展しか

ねないことから、ミドルマネジャーには職場を管理する者として、正確で丁寧

な対忚が求められる。 

 また、日頃から業務に関わる法律の動向や実務上の留意点などについて学び、

法制度の改正などが行なわれた際には、迅速に対忚できるよう準備をしておく

ことも重要な役割である。 
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図表６ ミドルマネジャーに求められる基本的役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）情報関係

・社内外の情報収集および周辺状況の分析

・必要な情報の経営トップへの伝達

・経営トップのメッセージを咀嚼し現場に浸透

・自らのチームが目指すべき方向性の明示

・海外も含めたグループ企業や関係部署との折衝

および情報共有

・社内外（他部署や取引先、顧客など）からの要請や

問い合わせへの対応

（２）業務遂行関係

・日常業務の処理や課題解決

➢課題解決に向けたPDCAを回す

➢自らもプレーヤーとなり仕事の成果をあげる

・新規事業やプロジェクトの推進、イノベーションの創出

➢経営環境の変化を的確に捉えた状況判断

➢新しいビジネスモデルや商品・サービスの企画立案

・経営のグローバル化への対応

➢海外におけるマーケティング、現地の消費者にとっ

て魅力のある製品・サービスの提供、海外のパート

ナー企業との綿密な連携 等

（３）対人関係

・部下一人ひとりの性格や長所・短所を踏まえた

指導・育成

・仕事に対する動機づけ

・部下が協働し合うような職場づくり

・人間関係上のトラブルの早期発見と早期解決

・社外の関係者との連携強化や人脈づくり

（４）コンプライアンス関係

・個人情報の適切な管理

・内部統制や機密情報の漏えい対策

・適切な労働時間管理

・労働関連法規の遵守

・業務に関わる法律や実務上の留意点の理解促進

および法制度改正などを見据えた事前準備
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３．経営トップのミドルマネジャーに対する評価 

経営トップは、自社のミドルマネジャーをどのように評価しているのだろう

か。経団連が会員企業の経営トップ・人事担当役員1に対して、自社のミドルマ

ネジャーの働きぶりなどについて質問したアンケート調査結果によると、自社

のミドルマネジャーの働きぶりについては、総合的に考えて高い満足度を示し

ている（図表７）。 

 

図表７ 経営トップのミドルマネジャーの働きぶりについての満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：満足度平均値は、「非常に満足（７点）」「かなり満足（６点）」「やや満足（５点）」 

      「どちらとも言えない（４点）」「やや不満（３点）」「かなり不満（２点）」「非常に 

       不満（１点）」と各項目に点数を設定し、当該項目回答数に各点数を乗じた合計を 

      当該項目回答者の合計数で割り算出。満足度平均値の中央値（４点）より高ければ、 

       満足度が高いと考える。 

注２：各項目の割合（％）は、「当該項目回答数÷当該項目回答者数×100」で算出 

出典：経団連「ミドルマネジャーの現状課題の把握等に関する調査結果」（2011 年７月） 

 

次に、ミドルマネジャーに求められる役割に関して、経営トップに自分自身

がミドルマネジャーであった頃と、現在において重要度が高いものについて訊

ねた結果を比較したものが図表８である。 

自分自身がミドルマネジャーだった頃に重要度が高かった役割としては、「組

織や部署が直面する様々な課題を解決する」「部下に必要な業務指示・指導を行

ない、その進捗状況を管理する」「組織の上層部や組織外からの情報を自分なり

に咀嚼して部下に伝え、部下の行動を導く」に回答が集まっている。 

一方、現在、重要度が高いものとしては、「部下のキャリア・将来を見据えて

                         
1 経団連の労働関係委員会委員企業の経営トップ・人事労務担当役員 55 名が回答した。 
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必要な指導・育成をする」「経営環境の変化を踏まえた新しい事業や仕組みを自

ら企画立案する」の２つに回答が集中する結果となっている。 

組織が直面する課題の解決や、部下に対する業務指示・指導、業務の進捗状

況の管理などはいつの時代においてもミドルマネジャーに求められる基本的な

役割である。したがって、過去から現在にかけてこれらの役割の重要性が低下

したのではなく、企業の経営環境の変化などを受けて、部下のキャリア開発支

援、新しい事業や仕組みの企画立案の重要度が高まってきたと理解するのが妥

当であろう。 

 

図表８ 重要度の高いミドルマネジャーの役割（昔と現在の比較、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経団連「ミドルマネジャーの現状課題の把握等に関する調査結果」（2011 年 7 月） 

 

ところが、ミドルマネジャーに求められる役割の達成状況について訊ねたと

ころ、順位は異なるものの、「現在、重要度が高いと思うもの」で回答が集中し

た２つの役割が、「現在、自社のミドルが達成できていないと思うもの」の１位

と２位を占めた（図表９）。 

 以上のことから、本調査に回答した経営トップの多くは、自社のミドルマネ

ジャーの働きぶりについては概ね満足しているものの、経営環境の変化を踏ま

えた新しい事業や仕組みの企画立案と、部下のキャリアや将来を見据えた指

導・育成の２つの役割を十分に果たせていないと感じていることがわかる。 
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職場の経営資源（ヒト、モノ、カ ネ）を配分し、
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図表９ ミドルマネジャーにとって特に重要な役割と達成できていない役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経団連「ミドルマネジャーの現状課題の把握等に関する調査結果」（2011 年７月） 

  

４．課題の構造的要因とその解決に向けた基本的な考え方 

（１）求められる役割を果たしづらい構造的要因 

ミドルマネジャーが求められる役割を十分に果たせていない理由としては、

以下の構造的な要因が大きく影響していると考えられる。 

 

①経営環境の変化～ビジネスの複雑化・高度化 

 第一は、経営環境の変化である。高度成長期やバブル期の頃は、経済のパイ

自体の拡大もあり、組織としての目標や課題は比較的はっきりしていた。しか

し、バブル崩壊以降、長期にわたるデフレの継続と６重苦2と言われるような国

内事業環境の务化が続いていることによって、企業経営はますます厳しいもの

となっている。 

 こうした中、尐子・高齢化の進行にともなう国内市場の縮小や消費者ニーズ

の多様化、国際競争の激化、アジアをはじめとする新興国の台頭といった変化

を受けて、新しいビジネスモデルの構築や商品・サービスの企画立案の必要性

が急速に高まっている。 

 革新的な取り組みは、徹底的な市場調査や発想の転換に加えて、状況に忚じ

てリスクを取るなど、高度な経営判断や決断を迫られることが多いにも関わら

ず、必ずしも成果に結び付かないことも多く、後述する「短期的な業績・結果

                         
2 ①行き過ぎた円高、②重い法人税負担、③温室効果ガス規制、④経済連携協定の遅れ、

⑤労働規制の強化、⑥電力不足の６つ。 
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志向の強まり」とも相まって、ミドルマネジャーの業務の難易度や責任範囲、

プレッシャーを格段に高めている。 

 

②組織構造の変化～組織のフラット化等による影響 

 第二は、組織構造の変化である。多くの企業はバブル崩壊後、ヒト・モノ・

カネの３つの過剰の解消や、事業の選択と集中、意思決定を迅速にするための

組織のフラット化などに取り組んだ。さらに、効率的な業務推進のための作業

の標準化や業務の分業化（アウトソーシング化）、新規採用の抑制等による人員

のスリム化など、さまざまな改革も行なってきた。しかしながら、こうした対

忚は、結果としてミドルマネジャーの負荷の増大や、ＯＪＴを中心とした部下

育成がしづらい環境を生み出している。 

 例えば、組織のフラット化は、従来の重層的な組織を改めたことで、意思決

定・伝達の迅速化を実現したものの、管理職のポストが減尐したことで、一人

の管理職が担当する部下の数が増大し、業務量や業務範囲、責任も格段に増え

る結果となった。 

 また、不況期に採用を抑制した企業では、職場における若年者が減尐してい

るために、後輩や部下を持つ機会が尐ないままに管理職に登用され、経験不足

から部下の指導や育成がうまくできないミドルマネジャーが生まれているとこ

ろも尐なくない。 

 ＩＴ化の進展も影響をもたらしている。社内イントラネットの整備や電子メ

ールの普及により、表面的な情報伝達・コミュニケーションは格段にしやすく

なったものの、一方で効率的な仕事の推進と相まって、フェイス・トゥ・フェ

イスのやりとりが減尐したことで、ミドルマネジャーと部下とのコミュニケー

ションの質が低下している面がある。「隣は何をする人ぞ」という状況が生ま

れている職場は多い。 

 さらに、情報の共有化の観点から社内で情報開示が推進されている中で、従

来であればミドルマネジャーだけが保持していたような情報についても、同僚、

部下が共有するケースが多くなっている。ミドルマネジャーの部下に対する情

報量・知識の相対的優位性が薄らいでいることで、ミドルマネジャーが部下に

対して優位に立ちづらい状況が生まれている。 

 

③雇用形態や働き方に対する意識の多様化 

 第三は、雇用形態や働き方に対する意識の多様化である。従来の職場は、正

社員の割合が比較的高かったが、近年は、契約社員や派遣社員、短時間社員な
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ど、さまざまな雇用形態で働く部下が増えている。 

 また、仕事を通じて自己成長を遂げたい者や、目標達成にやりがいを感じる

者がいる一方で、必ずしも定年まで一つの企業に勤め続けることを前提として

いない者（転職志向の強い者）、家庭生活を重視したいと考える者、仕事とプラ

イベートは明確に区別したいと考える者、子育てや要介護者を抱えている者な

ど、職場にはさまざまな考え方を持って働いている従業員が混在するようにな

っている。 

 こうした職場における多様化は、部下一人ひとりに忚じた適切なマネジメン

トや指導・育成の必要性を高めている。かつての「言わなくてもわかる」「自分

の背中を見て学べ」「自分に付いてこい」といった画一的かつ強制的なマネジメ

ントが通用する時代ではないことはもはや明らかである。 

 

④短期的な業績・結果志向の強まり～失敗を許容しない雰囲気 

第四は、短期的な業績・結果志向の強まりである。もの言う株主や投資家な

どステークホルダーへの説明責任の高まり、国際競争の激化などにより、否が

忚でも短期的な業績・結果を重視せざるを得ない状況が強まっており、職場に

は「失敗が許されない雰囲気」が生まれている。 

短期的な業績・結果志向の強まりは、ミドルマネジャーに早期の成果創出を

求めるプレッシャーとなってのし掛かり、「部下の成長を待っていられない」

「ミスや失敗が許されないために、自分自身で業務を遂行してしまう」「でき

る部下にしか仕事を振れない」といった状況を生み出している。その結果、ミ

ドルマネジャー自身や「できる部下」に仕事が集中するという業務の偏りと、

ミドルマネジャーのプレイング・マネジャー化を促進する大きな要因の一つに

なっている。 

 

⑤コンプライアンス等に関する管理実務の増大 

 第五は、情報管理やコンプライアンスなどに関する管理実務の増大である。

コンプライアンスに関するトラブルは、企業の存続を揺るがしかねない大問題

に発展することから、すべてを部下に任せることは現実的に難しく、ミドルマ

ネジャーの実務的な負担となるケースが多い。 

 例えば、個人情報保護対忚に関しては、漏えいの防止や目的外利用の禁止を

はじめとする厳格な個人情報の管理が求められ、管理責任者や実務上の決定権

者をミドルマネジャーにしている企業がほとんどである。 

 また、先に指摘したとおり、職場には多様な従業員が増えていることから、
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ミドルマネジャーはパートタイム労働法における均等・均衡処遇の考え方など

を十分に踏まえて、日頃の人事労務管理を慎重に行なう必要がある。派遣労働

者に関しても、労働者派遣法に基づいた適正な活用・管理が不可欠である。 

 加えて、ワーク・ライフ・バランス推進施策の一つとして、あるいは、近年

増加しているメンタルヘルス不全と長時間労働の間に一定の相関関係が認め

られることなどを理由として、企業に対する労働時間管理の要請が強まってい

ることを受けて、イントラネット上の出退勤管理システムなどにより、部下の

労働時間を厳密に管理する企業が増えている。適切な労働時間管理はミドルマ

ネジャーの重要な役割の一つであるが、過剰なまでの厳密さを求めると、限ら

れた時間の中で効率的に業務を推進しつつ、部下の指導・育成も行なわなけれ

ばならないという厳しい状況にミドルマネジャーをさらに追い込むことにな

る。時間外労働の削減に積極的に取り組んでいる企業などでは、部下の時間外

労働を減らすため、管理職だけが職場に残り業務を行なうところもある。 

 さらに、近年はメンタルヘルス対策やセクシュアルハラスメント、パワーハ

ラスメントの防止の重要性も高まっている。部下指導・育成の観点で対忚した

つもりが、言葉の受け止め方やちょっとしたボタンの掛け違いにより、部下が

それをパワーハラスメントと受け止め、人間関係上のトラブルやメンタルヘル

ス不全へと発展し、精神疾患等による労災申請や安全配慮義務違反、損害賠償

請求などの法的問題となるケースも生じている。 

 ミドルマネジャーは常に職場の状況に気配りをするとともに、トラブル等の

未然予防に向けた知識の習得や職場内の良好なコミュニケーションの構築に取

り組む必要がある。 

  

（２）課題解決に向けた基本的な考え方 

 ミドルマネジャーが求められる役割を十分に果たせていない理由は、上述の

構造的な要因によるところが大きい。従来に比べて求められる役割が高度化・

複雑化している中、組織のフラット化や短期的な業績・結果志向の高まり、厳

密な労働時間管理の影響などにより、自らもプレーヤーとして業績を上げなけ

ればならないために、目の前の課題を解決することで精一杯となり、部下指導・

育成や業務のマネジメントにまで十分に手が回らない状況にあると受け止める

のが妥当であろう。 

 以上を踏まえれば、課題解決をミドルマネジャー本人の問題であるとして突

き放すのではなく、組織として適切な対策を講じていく必要があろう。必要な

対策を怠れば、多くのミドルマネジャーが業務負荷と責任に挟まれ、孤立し、
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肉体面・精神面ともに疲れ果ててしまう可能性も否定できないことに留意が必

要である。 

 ミドルマネジャーの課題解決にあたり、組織に求められることは、①ミドル

マネジャーの実務的な負担を軽減し、業務のマネジメントや部下指導・育成に

十分に取り組めるような環境を組織的に整備する、②ミドルマネジャーがより

良いマネジメントを実践できるよう、ＯＪＴ（仕事を通じた部下指導・育成）

への制度的支援を行なう、③ミドルマネジャーの自律的な成長を支援するため

のＯＦＦ－ＪＴ（仕事から離れた企業内研修）を強化していくことである（図

表 10）。 

 また、精神面のケアも重要となる。バブル崩壊から現在に至るまで、特に精

神的に厳しい状況に置かれたのはミドルマネジャーであったとも言える。多く

の企業は、組織構造や人事・賃金制度などの見直しを進めてきたが、一方で、

従業員のモチベーションや仕事に対する思いといった精神面への対忚について

は必ずしも十分とは言えず、最近になってその重要性の認識が高まってきた感

がある。報酬やポストによる処遇にはおのずと限界があることなどを踏まえれ

ば、これまで以上に、一人ひとりの感情に働きかけ、やる気や意欲を高めるよ

うな精神的な支援に注力していくことが必要である。 

 

図表 10 ミドルマネジャーをめぐる課題と解決に向けた考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの構造的要因

①経営環境の変化

・上記の構造的要因によってもたらされている課題への対応に加えて、自らもプレー
ヤーとして業績達成が必要なため、目の前の課題を解決することで精一杯

・そのため、部下管理・育成や業務のマネジメントにまで十分に手が回らない状況

ミドルマネジャーの現状

③雇用形態や働き方に
対する意識の多様化

②組織構造の変化

④短期的な業績・
結果志向の強まり

⑤コンプライアンス等に
関する管理実務の増大

①実務的な負担を軽減し、業務のマネジメントや部下指導・育成に取り組める状況を組
織的に整備

②より良いマネジメントの実践を可能とするためのＯＪＴ（仕事を通じた部下指導・育成）へ
の制度的支援

③ミドルマネジャーの自律的な成長を支援するためのＯＦＦ-ＪＴ（企業内研修）の強化
④ミドルマネジャーのやる気や意欲を高めるような精神的な支援

課題解決に向けた基本的な考え方
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◆コラム◆ 経営学における代表的なミドルマネジャー論 

 

 経営学では、マネジャーの役割をどのように整理しているのか。本コラムで

は、代表的な経営学者である①元クレアモント大学教授のＰ.Ｆ.ドラッカー氏、

②マギル大学教授のＨ.ミンツバーグ氏、③一橋大学名誉教授の野中郁次郎氏の

３人のミドルマネジャー論のポイントを紹介する。 

 

（１）Ｐ.Ｆ.ドラッカー氏の主張 

 Ｐ.Ｆ.ドラッカー氏は、著書『マネジメント』（1974 年）の中で、マネジャ

ーに求められることを、以下の５つに整理している。 

 ①投入した資源の総和よりも大きなものを生み出す生産体を創造する 

 ②そのために、自らの資源、特に人的資源のあらゆる強みを発揮させるとと

もに、あらゆる弱みを消す 

 ③事業のマネジメント、人と仕事のマネジメント、社会的責任の遂行という

３つの役割をすべて果たす 

 ④そのあらゆる決定と行動の優先順位をつける 

 ⑤あらゆるマネジャーに共通するもの（以下の５つ） 

  ⅰ）目標を設定する 

  ⅱ）組織する 

  ⅲ）動機づけとコミュニケーションを図る 

  ⅳ）評価測定する 

  ⅴ）人材を開発する 

 

（２）Ｈ.ミンツバーグ氏の主張 

 Ｈ.ミンツバーグ氏は、著書『マネジャーの仕事』（1973 年）の中で、マネジ

ャーに求められる 10 の役割を、以下のとおり①対人関係、②情報伝達、③意思

決定の３つのカテゴリーに分けて主張している。  

 ①対人関係 

  ⅰ）フォーマルな行事のすべてにおいて自分の組織を代表するという「フ

ィギュアヘッド」 

  ⅱ）同僚や組織外の人間と交流し、好意的援助や情報を得る「連結（リエ

ゾン）」 

  ⅲ）動機づけや人員配置など、マネジャーが部下と持つ関係を決めるもの

としての「リーダー」 

 ②情報伝達 

  ⅰ）情報を受信し統制することにより、自分の組織を詳細に把握する「モ

ニター」 

  ⅱ）マネジャーが自分の組織に特別な情報を伝達する「周知伝達役」 
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  ⅲ）組織の情報を外部環境に広める「スポークスマン」 

 ③意思決定 

  ⅰ）変革を起こす「企業家」 

  ⅱ）組織が脅威にさらされている場合の「障害処理者」 

  ⅲ）組織の利益のためにどこの分野に資源を集中するかという「資源配分

者」 

  ⅳ）組織の利益のために代表として交渉する「交渉者」 

 

（３）野中郁次郎氏の主張 

 野中郁次郎氏は、著書『知識創造企業』（1996 年）の中で、「ミドル・アップ

ダウン・マネジメント」という概念を提唱している。 

 ミドルマネジャーは、経営トップと第一線マネジャーを結び付ける戦略的な

「結節点」であり、経営トップが持つビジョンとしての理想と、第一線社員が

直面することの多い錯綜したビジネスの現実をつなぐ「かけ橋」の役割を担っ

ているとしている。 

 また、経営トップは、ビジョンや夢を描くが、経営トップが創りたいと願っ

ているものと現実世界には往々にして矛盾もあることから、その矛盾を解決す

べく、第一線の社員が理解でき、実行に移せるようなより具体的なコンセプト

を創り出すのがミドルマネジャーであり、企業におけるイノベーションや価値

は、ミドルマネジャーが起点となって生まれていると主張している。 
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Ⅱ．課題解決に向けた対応策 

 

 

 ここからは、企業の取り組み事例を交えながら、ミドルマネジャーをめぐる

課題の解決に向けた具体的な対忚策を紹介する。 

 

１．業務負荷軽減に向けた組織的な取り組み 

ミドルマネジャーの業務負荷を軽減するためには、業務そのものの見直し（業

務のダイエット）や、働き方の見直しを通じて、効率的な業務の進め方を推進

していくことが必要となる。 

組織のフラット化などの影響により、直接管理しなければならない業務範囲

や部下の人数が増えているミドルマネジャーは多い。一人の管理職が一度に直

接管理できる範囲には一定の限界があるため、業務内容や業務レベルに忚じて

業務範囲や部下の人数が決まるという「スパン・オブ・コントロール」の概念

を取り入れて検討し、ミドルマネジャーに過度な負担がかからないようにする

ことも重要である。 

 

（１）業務そのものの見直し（業務のダイエット） 

日常業務の中には、開始当初は重要であっても、時間が経過するにつれて重

要度が低下したものや、これまでに抜本的な見直しがなされてこなかったため

に残っている業務も尐なくない。そのため、多くの職場において、本当に重要

な業務について十分な時間や人員を割けなかったり、日々の仕事が忙しいため

に上司や部下とのコミュニケーションが不足し、生産性の低下を招いていると

ころもある。したがって、定期的に業務の状況を把握し、大胆に改廃していく

ことは、ミドルマネジャーが管理すべき業務範囲の適正化につながるとともに、

職場の生産性向上のためにも不可欠と言える。 

具体的な業務の見直しの例としては、①所定のチェックシートを用いながら、

業務内容（目的、意義、処理に必要な日数と人員数）を「見える化」する、②

業務の優先順位をつける、③不要・不急なものは廃止するとともに、必要な見

直しを行なうという方法が考えられる。最低でも年に 1 回はこのような機会を

設け、すべての業務について常にチェックしていくことが重要となる。 

疑問視されながらも昔から続いている業務については、担当者の思い入れな

どから、大胆な見直しを決断することが難しい場合もあろうが、評価基準を明

確にして聖域なく業務の見直しを図っていく姿勢が必要となる。そのため、業
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務の実態を客観的に明らかにするチェックシートの役割は重く、作成にあたっ

ては十分な検討が求められる。 

 

（２）働き方の見直し 

ミドルマネジャーの直接的な負荷軽減を目的としたものではなくても、メリ

ハリのある働き方の追求や、仕事の進め方に関するルール設定、場所や時間に

捉われない職場環境・勤務制度を整備することで、業務の効率化による労働時

間の短縮と、意思決定の迅速化を通じて、ミドルマネジャーの負荷軽減につな

がり、求められる役割を果たしやすくなると考えられる。 

 

①チェックシートを活用したメリハリのある働き方の追求 

働き方を見直す一つの方法として、業務の見直しの際に活用したチェックシ

ートを用いながら「年間」や「月間」の業務の繁閑状況を定量的に把握し、ミ

ドルマネジャーとその部下が話し合いを通じてメリハリのある働き方を追求し

ていくことが挙げられる。 

その際、ミドルマネジャーには、「業務のピークはいつか」「どの作業に時間

がかかるのか」「なぜこれだけの日数が必要なのか」「本当に必要な作業時間は

どの程度か」「アウトプットの質をどの程度追求するか」「忙しくない時には早

く帰宅することはできないか」といった観点から部下と話し合い、仕事の繁閑

をできるかぎり平準化することで、業務の負担感を減らしていく知恵を出して

いくことが求められる。 

 全社的な取り組みとしてチェックシートを用いるこの手法を導入すると、社

内の業務量の繁閑が数値で一目瞭然になることから、客観的な議論がしやすい

というメリットがある。また、部下とのコミュニケーションの促進にもつなが

るため、ミドルマネジャーのマネジメントや部下育成の支援にも効果が期待で

きる。 

 

②仕事の進め方のルール設定～業務プロセスの標準化 

 会議運営や資料作成といった仕事の進め方に関するルールを設定し、作業方

法を標準化することも、効率的な働き方の推進に効果的である。また、メール

処理のために一日に費やす時間は無視できないほど多いことから、メールの送

受信に関するルールを設定し、メール処理の時間を短くすることも欠かせない。 
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【会議運営】 

・開始時間と終了時間を厳守する（５分前終了） 

・会議時間は 1 時間～1 時間半までとする 

・所定労働時間外に会議を設定しない 

・会議出席者を厳密に選定する 

・決定権者が必ず出席し、開催回数は最低限にとどめる 

・ＷＥＢ会議を活用して、移動時間と移動コストの削減を図る 

 

【資料作成】 

・簡素化に努める。ペーパーレス、もしくは原則Ａ４で１枚に統一する 

・必要以上に配付資料作成に時間をかけない。口頭で済むものは省略する 

・議題は事前に参加者に送付する 

・議事録は原則作成しない。ホワイトボードの内容などはデジカメで記録 

 

【メール対応】 

・就業時間外のメールは翌日扱いにする（緊急性が高いものを除き対処しな

い） 

・送信先は最低限にとどめる（ＣＣの乱用を避ける） 

・連絡先を明記し、メール内容の問い合わせがしやすいようにする 

 

 

③場所や時間に捉われない職場環境・勤務制度の整備 

無線ＬＡＮやモバイルパソコンなどを利用し、自分の席が固定されていない

フリーアドレス制の執務環境を整備したり、テレワークを導入することで働き

方に関する自由度を高めることも、部下一人ひとりの自己責任に基づく主体的

な働き方を推進し、生産性の向上につながることから、ミドルマネジャーの管

理業務の負荷が軽減すると考えられる。こうした取り組みは、ワーク・ライフ・

バランスの推進の観点からも有益である。 

 

業務や働き方の見直しに関する取り組みの効果をより高めていくためには、

経営トップも含めてすべての従業員が、業務効率化の重要性や必要性を共有し、

常に効率的な働き方を追求する組織風土をつくっていくことが不可欠である。 

経営トップが業務改革・働き方改革の必要性をメッセージとして繰り返し発

仕事の進め方に関するルールの例 
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信して本気度を示すほか、専門部署の設置や全社的に水平展開が可能な業務効

率化の好事例をイントラネットで共有することなどが考えられる。 

 成果を定量的なデータとして取りまとめ、職場にフィードバックすることで、

すべての従業員が取り組みの成果を実感できるようにしたり、従業員が自発的

に職場環境の改善に取り組めるような工夫を凝らし、従業員に「やらされ感」

が生まれないようにすることも効果的である。 

 

 精神面へのケアに関しては、ミドルマネジャーが一人で悩みを抱え込んだり、

孤立しないようにすることが重要である。そのため、ミドルマネジャー同士が

気軽にお互いの悩みや不安を語り合えるようなインフォーマルな場の設置や、

後述する「内省（リフレクション）」のプロセスを組み込んだ研修の実施などが

求められる。また、ミドルマネジャーの上司が、日頃のコミュニケーションを

通じて悩みや課題について理解を示し、適切な助言や支援を行なうことも大切

である。 

 さらに、短期的な業績の達成が一層求められるようになっていることも、ミ

ドルマネジャーのプレッシャーとなっていることから、ミドルマネジャーには

業務のマネジメントや部下育成も含めてバランスの良い仕事ぶりが期待されて

いるということを、経営トップや部門の最高責任者が常にメッセージとして発

信し、そうした意識を組織的に徹底させていくことも重要である。 

 

（３）各社の取り組み 

①全日本空輸株式会社 

～労働時間管理表による業務の見直しと効率的な働き方の追求～ 

 全日本空輸は、無駄な業務の廃止や、メリハリのある仕事の仕方を追及する

ために、まず各職場にてチームミーティングを実施し、ミッションを共有した

上で、業務の棚卸し、仕分けを実施している。そのチームミーティングで確認

した内容を踏まえ、管理職と部下が「年間」と「月間」の業務のピーク・オフ

の状況や労働時間を記載した所定のシートを用いて業務状況を共有し、効率的

な働き方について定期的に話し合う場を設けている。 

 「年間」の仕事の状況を『年間ピーク・オフ・チェック確認表』により明確

にし、月ごとの業務のピーク・オフの状況、ピーク時の主な業務内容を共有す

る（図表 11）。その際、「業務内容に改善の余地はないか」「ピーク・オフのタ

イミングは適切か」「計画的な有給休暇取得が可能になっているか」といった観

点からよく話し合い、現実とのギャップを修正していく。 
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 「月間」の仕事状況も、『月間労働時間管理表』で共有する。日々の業務状況

を「ピーク」「オフ」「通常」の３つに分け、ピーク時の業務内容や業務量の見

直しを図ることで、業務の繁閑をできるかぎり平準化するように工夫している。 

 こうした取り組みを始めた当初は、それ自体が負荷増大につながるとの声も

社内から上がった。しかし、取り組みを重ねていくうちに自然と定着し、効率

的な働き方に向けた意識改革は着々と進んでいる。また、毎月必ず部下と仕事

を通じて真剣に向き合う場になることから、ミドルマネジャーの日頃のマネジ

メントや部下指導・育成への支援にもつながるとともに、部下の働きがい・や

りがいの向上にも寄与している（詳細は【第２部】Ⅰ．企業事例 66 頁）。 

 

図表 11 全日本空輸の「年間ピーク・オフ・チェック確認表」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：全日本空輸株式会社 

 

②東京ガス株式会社 

～効率的な働き方のノウハウやアイデアが詰まった「虎の巻」でワークスタ

イル改革を推進～ 

 東京ガスは、業務の進め方と働き方の見直しを通じて個々人と組織の生産性

の向上を目指す「ワークスタイル改革」（以下、ＷＳ改革）を 2010 年から推進

している。薄々気づいているがあえて見過ごしたり、前任者から引き継いで当

たり前だと思っているようなもの（同社では、「もったいない」と表現してい

る）に着目し、その改善を通じて生産性の向上の実現を図っている。 

■年間ピーク オフ チェック確認表

年間有給休暇目標値 ： 日

　　※年間の有休計画を設定。年間**日以上の取得を目標としてください。

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

ピーク

通常

オフ

ピーク時の
主な業務

有休計画

特記事項

有休実績

特別休日実績

備考

所属 社番 氏名
勤務承認

管理職

10月 11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月

本人組織長 担当
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 ＷＳ改革は、①ＷＳ改革ガイドラインによる全社的な取り組み、②各職場が

作成するアクションプランの実行からなる。このうち、ＷＳ改革ガイドライン

は、効率的な働き方を実現するためのノウハウが集約されたものであり、同社

では『虎の巻』と呼ばれている。『虎の巻』には、会議における迅速な意思決

定を可能とするためのわかりやすい資料の作り方や、パソコンに関する便利な

操作方法とノウハウなどが満載されている。これらはイントラネット上に掲載

されており、いつでも内容を確認できるようになっている。 

 同社の取り組みでとりわけ注目すべきことは、会議運営と資料作成の効率化

を徹底している点である。具体的には、無線ＬＡＮにつながったパソコンを会

議室に直接持ち込み、プロジェクターで映し出されたパソコンの画面を参加者

が一緒に見ながら会議を進めていく。会議には原則として意思決定権者が出席

し、その場で意思決定を行なう（図表 12）。 

 ペーパーレスを推進しているため、会議資料は基本的にＡ４サイズとしてい

る。また、持ち込んだパソコンで、会議を進行しながら議事録を作成し、会議

終了後速やかに、関係者への情報提供を行なっている。こうした徹底した取り

組みによって、現場の会議運営に関する業務負担感が着実に軽減しているとい

う（詳細は【第２部】Ⅰ．企業事例 70 頁）。 

 

図表 12 東京ガスにおける会議風景 

 

 

 

 

 

 

出典：東京ガス株式会社 

 

③日本ヒューレット・パッカード株式会社 

～フリーアドレス制とフレックスワークプレイス制度により場所や時間に制

約されない働き方を実現～ 

日本ヒューレット・パッカードは、従業員が自分の固定デスクを持たないフ

リーアドレス制や、フレックスワークプレイス制度（以下、ＦＷＰ制度）と呼

ばれるテレワークなどを導入することで、場所や時間のフレキシビリティが高

い職場環境、勤務体制の整備に力を入れている。 

こんな構成で
いかがでしょうか？

この内容で進めよう。

ここの部分は、事前に□□部の
△△さんに確認して了解とって
おいた方が良いな。

次の打ち合わせは
会議の○○日前の
××日にお願いします。
それまでにドラフト作成
します。

ドラフトの確認は、××日だね。

疑問があれば、進める前に

早めに声かけてね。
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フリーアドレス制は 2001 年から導入しており、従業員の７割～８割が自分の

固定のデスクを持たない。デスクが固定されているのは、業務上一日のうちほ

とんどを特定の席で仕事をする職種の社員、派遣社員などに限られる。社内に

は無線ＬＡＮが整備されているため、従業員は各自に貸与されたパソコンを持

ち、自らの判断に基づいて好きな場所で仕事や打ち合わせをすることができる。

例えば、天気の良い日には外のテラスで仕事をしたり、本社の最上階にあるカ

フェテリアスペースで会議をすることも可能となっている。 

また、2007 年 11 月から導入しているＦＷＰ制度では、月に８日間を限度に

週に１、２日程度、自宅や出張席のあるオフィスなど勤務場所以外で働くこと

を可能としている。特定の職種を除く全従業員が対象で、本人が希望し、上司

が承認すれば利用できる。通勤時間や移動時間にともなう肉体的・精神的な負

担の軽減と、効率的に時間を使うことによる業務の生産性の向上、優秀な人材

の確保を目的とした同制度に対する従業員の評判は高く、実際に利用登録者の

８割ほどの従業員が月に 1 回以上利用している（詳細は【第２部】Ⅰ．企業事

例 81 頁）。 

 

④パナソニック株式会社 エコソリューションズ社 

 ～専門部署が各職場の取り組みを集約。社員の自主性を最大限に引き出す～ 

パナソニック㈱ エコソリューションズ社は、2008 年４月3から「シゴトダイ

エットプロジェクト」と称する、無駄な業務の削減や、効率的な働き方の推進

に注力している。各職場で推進担当者を選任するとともに、人事部内にプロジ

ェクト推進室（専任者４名、兼任 13 名）を設置し、労働組合とも積極的に連

携を図っている。 

各職場は、２ヵ月に１回の頻度で、シゴトダイエットに関する活動提案をイ

ントラネット上の入力フォームへ登録する。提案テーマの内容は基本的に自由

だが、職種や部署に関わりなく必要な取り組みであるとの理由から、2008 年は

「会議運営」、2009 年は「資料作成」を共通テーマとした。登録された提案テ

ーマは誰でも閲覧可能で、中でも職場から上がってきた活動内容のうち全社的

に展開できそうな取り組みは、毎月発行している社内新聞やイントラネット上

にあるシゴトダイエットの専用ホームページで紹介している。さらに、社内コ

ンテストを定期的に開催し、優秀な事例を表彰している。 

同社では、シゴトダイエットに対する意識が定着している理由として、大き

く２つを挙げている。一つは、他の職場で実践されている好事例を自分の職場

                         
3 当時はパナソニック電工株式会社として推進 
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でも実施するかどうかを、各職場の自主的な判断に委ねている点である。強制

的な手法も考えられるが、それではどうしても従業員に「やらされ感」が出て

しまい、不満感を高める結果になりかねないとの判断からである。 

もう一つは、職場の自主性を高めるために、施策にあえてユニークな名称を

つけたり、親しみやすいキャラクターや絵を多用したポスターを社内に掲載す

るなどして、楽しみながらシゴトダイエットに取り組めるような環境づくりに

力を入れている点である（図表 13）。 

同社では、企業規模が拡大するにつれて上司と部下、同僚、部署間のコミュ

ニケーションが不足しがちになり、そのことが生産性の低下や業務の煩雑化に

繋がっていたが、シゴトダイエットプロジェクトを推進してからは、そうした

問題も改善傾向にあるという（詳細は【第２部】Ⅰ．企業事例 84 頁）。 

 

図表 13 パナソニック㈱ エコソリューションズ社のユニークなポスター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：パナソニック株式会社 エコソリューションズ社 

 

• ポスターを全国へ配布掲示、毎月発行される社内新聞にコーナーを設けて記事掲載

ポスター 社内新聞（毎月発行）
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２．仕事を通じた部下指導・育成（ＯＪＴ）への支援 

 最近は、ＯＪＴを十分に行なえないミドルマネジャーが増えてきており、そ

の理由として、①忙しすぎて時間的な余裕が不足している、②ＯＪＴに関する

能力や経験が不足しているという問題が挙げられる。 

 

（１）時間的余裕が不足している問題への対応 

 時間的余裕が不足している問題への対忚を考える際、前提となるのは、ミド

ルマネジャー自身にＯＪＴの重要性に対する意識や自覚を促すことである。日

頃の業務が忙しく、プレーヤー化が進んでいる面はあっても、そのことをＯＪ

Ｔに取り組めない理由にさせてはならない。マネジメント研修などの場を通じ

て、ＯＪＴを通じた部下指導・育成がミドルマネジャーに求められる重要な役

割であることを徹底的に認識させることがスタートとなる。 

 他方で、ミドルマネジャーがＯＪＴに十分取り組めないのは、組織のフラッ

ト化や労務構成の歪みといった構造的な問題によるところも大きいため、現場

の実態を無視して、あるべき論や精神論を強調するだけでは、現場のミドルマ

ネジャーの負荷やプレッシャーはかえって高まることから、組織的な支援は不

可欠である。 

具体的な対忚としては、部下指導・育成はミドルマネジャーだけの責任では

なく、職場全体で行なっていくものという考え方に立ち、職場全体で新入社員

や若手社員を育成していく体制をつくることが考えられる。 

また、指示を受けて行動するプレーヤーと、プレーヤーを管理するマネジャ

ーとでは、そもそも求められる役割が全く異なり、この２つの役割を同時に達

成することは困難との判断から、職場の管理と部下育成・指導に専念し、実務

は行なわない管理職のポストを設けることも一つの方策である。 

 

（２）ＯＪＴに関する能力・経験不足への対応 

教える側のミドルマネジャーに、部下指導・育成に関する知識や指導力がと

もなっていなかったり、教わる側の性格や個性などを踏まえずに画一的な対忚

に終始していると、育成どころか部下の能力向上の可能性の芽を摘んでしまう

ことになる。そうした状況を放置していると、パワーハラスメントやメンタル

ヘルスの問題に発展しかねないことから、人事部門はＯＪＴを現場任せにする

のではなく、職場の実践状況を定期的に把握し、必要なケアをすることが求め

られる。 

ＯＪＴを実践するうえで最も重要なことは、部下との信頼関係の構築である
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ため、優れたコミュニケーション力が必須となる。しかし、実際の職場に目を

向けると、上司が部下とコミュニケーションをうまく取れないために、教える

側がどれほど重要かつ有益なことを伝えようとしても、相手にそれが伝わらず、

ＯＪＴが機能しないというケースは尐なくない。こうした状況を生み出さない

ためには、コーチングやソーシャルスタイル理論4といった個人の自発性や多様

性を踏まえた行動を促す内容の研修プログラムを導入していくことが考えら

れる。 

「自分の背中を見て育て」「知識や技術は先輩から盗むものであり、手取り

足取り教わるものではない」といった暗黙の了解をベースにした従来型の部下

育成・指導が万人に通用しなくなりつつある昨今、こうしたコミュニケーショ

ンに関するノウハウやスキルを身に付けることは、パワーハラスメントの防止

の観点からも重要である。 

ただし、コーチングや傾聴スキルといった理論・ノウハウに頼りすぎてしま

い、杓子定規な対忚になってしまうと、かえって相手に見透かされて思いが伝

わらないなど、逆効果になることもある。したがって、人事部門などはコーチ

ングや傾聴スキルを学ぶ研修を導入するだけではなく、その研修はあくまでコ

ミュニケーションを補助するためのノウハウや知識を習得するものであり、身

に付ければ自動的にコミュニケーションがとれるようになるというものでは

ないことを、折に触れてアナウンスする必要がある。 

最近は、部下を叱るのではなく、褒めることで成長を促す指導法への関心が

高まっている。部下とのコミュニケーションや指導方法に悩んでいるミドルマ

ネジャーにとっては、一つの参考となろう。ただし、やみくもに褒めればいい

ということではなく、あくまで部下が実際に行なった行動について褒めること

が重要である。ミドルマネジャーには、日頃から部下の行動を注意深く観察す

ることが求められよう。企業には、部下を持つマネジャーにそうした取り組み

を奨励するなどして、全社的に展開していくことが考えられる。 

 経験不足の問題に対しては、ＯＪＴの実践経験が尐ない管理職をそもそも生

み出さないことが基本となる。そのために、メンター制度により、若手社員の

うちから新入社員などを指導・育成する機会を意図的に設けるなど、管理職登

                         
4 1968 年に産業心理学者のディビット・メリルとロジャー・リードによって初めて明らか

にされた概念。人間を社会的態度傾向により類型化し、その違いを認識することによって

対人関係の向上を図っていこうとする考え方。人間の行動は、そのときどきの状況や対忚

する相手によってさまざまに変化するが、一見バラバラに見える行動の中にも、その人の

行動の大部分を説得できる包括的なスタイルがあるとする。ソーシャルスタイルには表出

型、友好型、分析型、主導型の４種類があり、いずれも優务はなく、スタイルに忚じて社

会や組織に貢献できる（産業能率大学「人材開発の用語集」より経団連事務局が編集） 
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用前から部下育成の経験を組織的に積ませる場をつくることが考えられる。 

 すでに管理職になっている者に対しては、ＯＪＴの実践状況を上司や周りの

同僚が本人にフィードバックし、日頃の部下との接し方や仕事のマネジメント

の方法について本人が自ら考え、実践できるようにアドバイスをしていくこと

が有益である。ミドルマネジャーの直属の上司は、ＯＪＴの重要性を説きつつ、

日頃の悩みなどにも耳を傾けるなど、必要に忚じて精神的な支援を行なってい

くことが望ましい。 

 

（３）各社の取り組み 

①ＮＴＴコムウェア株式会社 

  ～部下育成の責任を若手社員に委譲し、ミドルマネジャーのＯＪＴの負荷を

軽減。メンタリング・マネジメントにより自立型人材を育成～ 

 ＮＴＴコムウェアは、ミドルマネジャーに求められる役割として、組織の目

標達成のために自らが動くのではなく、組織を動かすことやそのための環境整

備をすることに加え、部下の主体性を引き出すことであると考えていた。しか

し、現実には日々の業務が多忙なために、頭脳を動かしたり、部下を動かすと

いうよりも、自ら手を動かしてしまい、マネジャーとしての役割を十分に果た

せていないミドルマネジャーが多いという問題に直面していた。 

 そこで同社は、ミドルマネジャーに負担を強いるのではなく、ＯＪＴを行な

うことで生じる負荷をミドルマネジャーから軽減するという、逆転の発想とも

いうべきユニークな取り組みを行なっている。従来は、ミドルマネジャーがす

べての部下育成の主体となっていたものを、１つ下の階層にあたる現場業務を

主導する主査・スペシャリスト層にＯＪＴの実行部分の権限を委譲することと

した。さらに、2009 年からは、新入社員育成の実行責任者（メンター）を若手

社員（入社４～９年目程度）に移すとともに、基本的には職場全体で若手の指

導・育成を行なっていく体制に転換した。実際の新入社員に対する細かい部下

指導・育成は若手社員のメンターが行ない、ミドルマネジャーは主査・スペシ

ャリストや若手社員の新入社員に対するＯＪＴを側面から支援する立場とな

った。 

 なお、若手社員の業務が多忙になり、新入社員へのＯＪＴが困難な状況にな

った場合には、メンターとなる若手社員だけでなく、主査・スペシャリストと

ミドルマネジャー含めて職場全体で新入社員を育てる仕組みとしており、誰が

ということではなく、職場全体で人を育てていく風土づくりに注力している

（詳細は【第２部】Ⅰ．企業事例 56 頁）。 
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②トヨタ自動車株式会社 

 ～職場に「教え/教えられる風土」を復活させる「小集団化」の導入～ 

 トヨタ自動車は、1989 年に事務・技術系職場において「組織・人事制度のフ

ラット化」を実施した。これは、急速に進展するグローバル化などのさまざま

な経営課題に対忚すべく、意思決定の迅速化と一人ひとりがさらなる創造性と

専門性を発揮できる職場づくりを狙いとする組織風土の改革であった。従来の

課、係といった組織を廃し、グループという単位に置き換えるとともに、課長、

係長といった管理者の階層をなくし、自らも実務をもつグループ長に置き換え、

管理に携わる人間を最小限にした。これによりグループ長のもとでメンバーは

ベテラン、若手にかかわらずフラットな立場で一人ひとりがスペシャリストと

して専門性と創造性を存分に発揮する環境となった。 

 「フラット化」が期待通りの効果をあげる一方で、グループ長にはメンバー

全員を直接指導・管理することによる負荷が集中した。その結果、従来であれ

ば管理者がベテランメンバーを指導し、ベテランが中堅を、中堅が若手をとい

うように、あらゆるレベルで当たり前に行なわれていた同社の最大の強みであ

る「日々の仕事の中で一人ひとりが人を育てる」という風土が希薄化していっ

た。 

 こうした状況に危機意識をもった経営トップは、「2001 年を『人材育成元年』

とする」と宣言し、研修体系の充実などと並行してＯＪＴの活性化のためのさ

まざまな取り組みを進めた。その一つが、2007 年の「小集団化」の導入である。

グループ長の下にそれぞれ５人程度のメンバーからなる複数の小集団（チー

ム）を設け、各チームのリーダーを各職場の裁量で自由に任命できることにし

た。課長レベルのリーダーもいれば 20 代の若いリーダーもいるが、チーム全

体の仕事の管理とメンバーの指導・育成に責任を持つという役割は共通である。 

 また、リーダーは、自ら担当業務をもつプレイングリーダーであることが一

般的であるが、仕事の管理とメンバー指導に専念させているケースもある（詳

細は【第２部】Ⅰ．企業事例 73 頁）。 

 

③アステラス製薬株式会社 

 ～コンピテンシーとコーチングにより育成型ミドルマネジャーを育成～ 

 アステラス製薬は、コンピテンシーを部下育成の際の共通言語に設定すると

ともに、コーチング手法の習得をミドルマネジャーに促すことで、個人の能力

やスキル、考え方によって生じるＯＪＴの質のバラツキをできるかぎり平準化

するよう注力している。 
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 同社の特徴の一つは、「コンピテンシー・ディクショナリー」（成果創出行動

の手引書）により、従業員に求めるコンピテンシーを全社的に共有している点

である。ミドルマネジャーは、このディクショナリーの内容を踏まえ、コーチ

ングスキルを駆使しながら、部下にＯＪＴを行なう。コンピテンシーを基準に

している理由は、ＯＪＴをする側の人間によって、指導する内容や求められる

姿勢にばらつきが生じないようにするためである。 

 同社では従来、マネジメントに指示命令に偏ったスタイルが尐なからず見ら

れたことから、部下の能力を最大限に引き出し、自発的な行動を促すコミュニ

ケーションの技術であるコーチング技術に注目した。現状と目標を明確にし、

そのギャップを埋めるための具体的な計画を上司と部下が面談などで一緒に考

えるコーチングのプロセスが、目標管理制度における面談のプロセスと共通し

ていることも、コーチング技術を導入する判断基準の一つとなっている（詳細

は【第２部】Ⅰ．企業事例 53 頁）。 

 

④アサヒビール株式会社 

 ～評価育成手帳により、評価面談における部下の納得感を高める～ 

 アサヒビールでは、ミドルマネジャーについて、部下の能力と成長を引き出

すとともに、業績のミッションの達成を図る“プロデューサー”と位置付けて

いる。管理職には、部下が活き活きと働けるような舞台をつくる、また、それ

を創造して演出するという立場で仕事をしてほしいという思いからである。 

 プロデューサーであるミドルマネジャーへの支援として、評価面談で部下指

導を行なう際に「評価育成手帳」というツールを導入している（図表 14）。「手

帳」とあるが、実際には社内共通の手帳や統一のフォーマットがあるわけでは

ない。システム手帳や専用のメモ帳、パソコンの文書作成ソフトや表計算ソフ

トなど、本人が使いやすいものであれば媒体は何を使ってもよい。手帳には、

部下が実際にとった行動や生み出した成果、課題などを書き込んでいく。そし

て、部下との評価面談の際に、手帳に書かれた内容を本人に伝えながら、評価

や今後の成長に向けたアドバイスを行なっていく。例えば 12 月に面談をする際

に、前回の面談のことなどは部下自身も忘れてしまいがちだが、本人も忘れて

いるようなことを上司が手帳を見ながら、「こういった良い仕事をした」と評価

すると、「自分のことをこんなに見てくれていた」というように受け止められ、

それだけで部下のモチベーションが大きく上がるという（詳細は【第２部】Ⅰ．

企業事例 49 頁）。 
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図表 14 評価育成手帳の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：アサヒビール株式会社 

 

 

３．効果的な企業内教育研修（ＯＦＦ－ＪＴ）への見直し 

 企業におけるマネジメント教育は、管理職登用前後に行なう階層別研修によ

り、管理職に必要な知識やノウハウを全般的かつ一律的に学ばせるのが一般的

である。こうした職場以外で行なわれる企業内教育研修（ＯＦＦ-ＪＴ）は、

基礎的な知識やノウハウを体系的に学ぶうえでは非常に効率的であり、かつ有

効である。 

 しかしながら、ＯＦＦ－ＪＴをめぐっては、企業活動の高度化・複雑化にと

もなって、急速に多様化している従業員の業務遂行に必要な知識やノウハウを

十分に提供できていないということに加えて、従業員自身が取得したいと思っ

ている知識やノウハウを的確に提供できていないために、研修に参加したこと

による効果を実感しづらいといった問題点が指摘されている。 

 また、研修に参加することによる時間的な負担や、部下が忙しい中で自らが

研修参加のために仕事から離れることに対する心理的な負担（後ろめたさ）を

いかに軽減するかということも大きな課題である。 

 したがって、ＯＦＦ－ＪＴに関しては、自己啓発の支援強化と併せてさまざ

まな研修メニューをできるだけ用意することで受講者のニーズに沿ったカリ

キュラムを提供していくとともに、職場で実際に活用しやすい実践的な内容に

改めていくことや、研修に参加することで生じる負担の軽減を図っていくこと

が求められる。 

事業場名：○○量販営業部

氏名 内容 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

行動
皆の前で褒めると大変喜ん
だ

・本部担当との連携不十分な
面あり
・データ分析のスピードがＵ
Ｐ！昨年の量販営業研修効
果か

前例、慣行にとらわれない発
想で店頭販促策が企画でき
た。

・店舗スタッフに対して手抜り
有り。（4月のキャンペーン手
配時）
・新人のブラザーに立候補し
てくれた。

新入社員がきて、言動が変
わった。連休明けから朝早く
出社するようになった。

朝日 三郎

目標達成
懸案であった新ジャンル５００
ｍｌ缶の導入に成功

難航する価格交渉をまとめ
た。ご苦労様！

○○スーパーでローカルイベ
ントとのタイアップ企画提案

新しい店頭販売什器開発、テ
スト展開できた。

行動
・ニーズを探るプレゼンに執
念。卸様との協働戦線GOOD
・なにか迫力が出てきた。

2/12同行回訪、得意先への
細かい気遣い（対○○バイ
ヤー）、やりきる気概に敬服。

ひたむきな姿勢、ＧＯＯＤ。場
数を踏む努力惜しまない。

4/8自分にあまり関係ない突
発仕事に積極的に協力してく
れる。

3/17情報カード発信。部内へ
の成功事例の水平展開もよく
できた

4/4鮮度向上プロジェクト始
動。色んな障害をよくクリアで
きた。賞賛

朝日 花子

目標達成
1/20プレゼン時、得意先の深
いニーズを把握できた。

ニーズに応じた売り場提案の
実践

2/13部内で、自主的に商品
知識勉強会を主催。

3/16部会で部全体の目標達
成に向けた発言あり。うれし
い。

・4/21得意先から感謝の言葉
を頂く。上司として嬉しい。
・後輩へ細かい面倒見てくれ
る。

・後輩へ細かい面倒見てくれ
る。
・販促品の整理、効率化を提
案

販促計画を予定通り実現。
昨年今ひとつだったゴールデ
ンウィーク販売計画提案OK

スーパー○○：春の棚割りで
優位なポジション獲得。

4月恒例キャンペーン時、基
幹店舗の個別施策。細かい
フォローで良くできた。

目標達成

行動

朝日 太郎

上期プレゼンにて、念願の棚
割幹事の座を獲得。

社内のリソースを上手く使え
るようになった。競合の情報
収集力に感服。
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（１）職場で実践しやすい内容への見直し 

 実践的な内容への見直しに関して、最近は、自社で実際に起こった事例を教

材にしたり、自社が直面している重要かつ緊急度が高い課題の解決を目的に複

数のメンバーで議論し、組織として解決策を学習していく「アクションラーニ

ング」のほか、自身が経験したことを、一度、仕事から離れて冷静に振り返り、

反省点を次の行動に活かしていく「内省（リフレクション）」のプロセスを重

視した研修を導入する企業が増えている。 

  また、急激に問題化しているメンタルへルス対策として、管理職が、部下の

能力や業務負荷、労働時間等を把握し、勤務態度や服装等の身だしなみにも注

意を払い、メンタルヘルス不調の兆候の早期発見に心がけるといった「ライン

ケア」に関する研修を実施することも有益である。 

 

（２）研修の効果を高めるための取り組み 

 研修の効果を高めるためには、プログラムの内容や講師、コーディネーター

の能力が重要になることはもちろんだが、何度も「気付き」が生まれるような

印象に強く残る研修を継続して提供する必要がある。その意味で、上述の「内

省」を盛り込んだ研修は、高い効果が期待できる。ただし、「内省」を深める

ためには、一定期間の継続と人数的な制約（一度に大勢で研修ができない）が

生じるため、階層別研修の一つとして実施することは難しい面もある。 

 その他としては、研修内容に競争の要素やゲーム性を取り入れることで、受

講者の研修に対する関心を引いたり、積極性を引き出すといった工夫をするこ

とも効果的である。 

 また、研修の事前準備と研修後のフォローアップは研修効果を大きく左右す

るため、研修の一定期間前に参加メンバーに情報を共有させたり、研修で取り

上げる課題を事前に渡して、問題認識を高めさせることも重要となる。 

 受講後のフォローアップに関しては、人事部門などが電子メールを定期的に

発信し、受講した内容を職場で実践できているかどうかを確認したり、研修に

関連した情報などを適宜提供するなどして、研修を一過性のものに終わらせな

い工夫が求められる。 

 

（３）受講者の負担軽減に向けた取り組み 

 ＯＦＦ－ＪＴ参加にともなう受講者の負担に関しては、①研修参加による時

間的な拘束や移動などにともなう物理的なもの、②研修に参加することへの職

場（上司や部下）の理解の得られやすさといった心理的なものが挙げられる。 
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 時間的・物理的な負担の軽減に関しては、開催時期を複数回設定して受講者

に参加しやすい日時を選択させたり、e-ラーニングを積極的に活用することが

効果的である。 

 一方、心理的な負担の軽減に関しては、受講者が職場で実践しやすい内容を

提供することで、参加してよかったと思わせる研修にすることが最も有効であ

る。「やらされ感」を減らすためにも、人事部門などには受講者が自ら参加を

希望するような研修内容にデザインすることが求められる。 

また、経営トップがミドルマネジャーに対する期待を述べたり、自らの経験

を自分の言葉で語るなど研修に直接的に参画することは、研修の重要性を受講

者本人だけでなく、社内全体に認知させることにつながり、効果的である。 

 

（４）企業の取り組み 

①富士通株式会社 

 ～コーポレートユニバーシティにより、管理職登用前から就任後まで、段階

に応じたきめ細かい階層別研修を整備～ 

 富士通は、グループ内に全社的な人材育成施策の開発・提供を行なう FUJITSU

ユニバーシティを設立し、管理職に登用される前から登用後にかけて、合計７

回の研修を必要なタイミングで実施するなど、きめ細かいミドルマネジャーの

育成・強化プログラムを展開している（図表 15）。 

 一般的に管理職向けの研修は昇格時などに随時行なわれるケースが多いが、

同社の場合、昇格時期に関わりなく、ミドルマネジャーに求められる心構えや

姿勢、役割など、職場のマネジメントについて考えさせる研修を２年ごとに一

回受講させており、ＯＦＦ－ＪＴの充実度はかなり高いと言える。 

 また、論理的思考や問題解決、人事管理、財務会計、マーケティングなど、

知識習得が中心になる研修については、本人が比較的好きな時間に受講できる

e-ラーニングを積極的に活用することで、受講者の研修参加にともなう負担の

軽減を図っている点も同社の特徴の一つである。 

 さらに、新任管理者が受講する「部門別研修」では、各部門の責任者（受講

者の上長）の講話とディスカッションを実施しており、研修を通じて自分が所

属する部門の課題と情報を共有する機会を設けることで、初任配属の幹部社員

がスムーズに職場に溶け込める工夫も行なっている。今後は、集合研修にアク

ションラーニングの導入を検討しているという（詳細は【第２部】Ⅰ．企業事

例 88 頁）。 
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図表 15 富士通におけるミドルマネジャー研修の内容（2010 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：富士通株式会社の資料をもとに経団連事務局が作成 

 

②株式会社資生堂 

  ～経営トップとの対話セッションとリーダーシップの持論の言語化により、人

を育てるリーダーの育成に注力～ 

 資生堂は、2006 年度から３年間かけて、対象となるリーダー全員に対して集

中的にマネジメント研修を実施し、「人を育てるリーダー」の育成に注力して

きた。その中で、同社が特に力を入れたのが、「経営トップとの対話セッショ

ン」と「リーダーシップの持論の言語化」である。 

 社長をはじめ経営トップ自らが研修に参加し、自分のキャリアを振り返りな

がら、一皮むけた経験や、自分が最も影響を受けたリーダーが誰であったかな

どを克明に明かしていく。そして、リーダーに求められることは「人を育てる

こと」であり、社長は次の社長を、役員は次に役員になる人間をというように、

自らの後継者をどう育てていくかが重要であるということを熱く語っていく。

こうした対話セッションを通じて、人を育てるリーダーシップの重要性をミド

ルマネジャーと徹底的に共有していく。受講したミドルマネジャーには、経営

トップから聞いた話を自らの経験に照らし合わせて考え、自らの問題として深

く受け止め、自分の部下に対して人材育成やリーダーシップの重要性を語りか

登
用
前

登
用
後

マネジャー登用（４月１日）

事前研修

・論理的思考や問題解決スキルなど、「幹部社員

の人材像」に定義される基礎知識の習得

役員・人事面談

選抜自己研修

・職場の課題と幹部社員としての取り組みを

役員・人事面談にてプレゼンテーションし発表

有資格認定（12月１日）

評価者研修

・人事制度全般に対する理解と知識の習得

・成果評価の運用に必要な考え方やスキルを習得

部門別研修

・各部門の責任者の講話及び

ディスカッションを通じて、部門
の課題の認識と情報共有

・幹部社員に必要とされる知識の
なかで、部門固有の事項を習得

職場マネジメント研修

・幹部社員としての心構え、姿勢

の認識
・メンタルヘルスやコンプライアン

スなど職場マネジメントに関す
る知識・ルールの習得

社内制度研修

・広報ＩＲ活動や知的財産権活

動、情報管理など、幹部社員
として業務を行なう上で、必

須となる富士通特有の知識・
制度の理解

集合研修

・チームとして高い成果をあげるためのチームマネジメントの考え方や、ファシリテーション、

コーチングなどの手法の習得
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けていくことが求められる。このように、人を育てることの重要性を自らの言

葉で語り継いでいくことを、「リーダーシップの連鎖」と表現している。 

 ミドルマネジメントの育成は、人事課題の中でも優先度合いは高く、さらな

る強化に向けての取り組みが求められていると考えている（詳細は【第２部】

Ⅰ．企業事例 63 頁）。 

 

③旭化成株式会社 

 ～人事部門による受講後の丁寧なフォローアップで研修効果を高める～ 

 旭化成は、ミドルマネジャー研修の効果を高めるために、ＯＦＦ－ＪＴの受

講後のフォローアップに注力している。 

 受講者が職場に戻った後に、研修で学んだことをリマインドさせることを目

的に、半年後に修了レポートの提出を義務付けているほか、職場で「内省」を

してもらうために、毎月１回のペースで１年間、「ミドル通信」という電子メ

ールを人財・労務部が発信している。 

 「ミドル通信」には、研修で学んだことを実務で活かすためのヒントや、ミ

ドルマネジャーであれば知っておきたい知識、社内の好事例、参考となる良書

やホームページのアドレスなどが盛り込まれている。 

 例えば、『なぜ、部下を育てないといけないのか』と題する 2010 年 7 月の通

信では、研修で確認した人材育成の重要性を再確認するために、他社の人材育

成に関する逸話やエピソード、ミドルマネジャーであれば一度は目を通してお

きたい良書などを紹介している（図表 16）。 

 毎月 1 回のペースで同通信を発信することの担当者の負担は大きいが、研修

の効果を高めるためには不可欠と判断している（詳細は【第２部】Ⅰ．企業事

例 45 頁）。 

 

図表 16 2010 年の「ミドル通信」のタイトル 

 

 

 

 

 

 

 

      出典：旭化成株式会社 
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４．ミドルマネジャー自身に求められること～５つの心得 

 各社においては、自社の実態を踏まえながらミドルマネジャーへの制度的な

支援を着実に実施していくことが求められるところではあるが、企業の取り組

みの効果を一層高めるためには、ミドルマネジャーの自助努力も欠かせない。

そこで、現場の最前線で指揮を執るミドルマネジャーに、日頃から取り組んで

もらいたい「５つの心得」を挙げる。 

 

【心得１】直面する課題はチームで解決し、一人で悩みを抱え込まない 

 昨今の経営課題は高度化・複雑化しており、いかに優秀なミドルマネジャー

でも一人では解決できない問題は多い。そのため、困難な課題に直面した際に

は、決して一人で問題や悩みを抱え込んではならない。業務遂行にあたりスピ

ードと結果が強く求められる中、部下に仕事を任せづらい状況が生じることも

あると思われるが、そもそも、管理職に求められていることは、部下一人ひと

りの能力を高め、持てる力を最大限に引き出しながら、チームとしての目標達

成や課題を解決していく指揮官の役割を果たすことだということを忘れてはな

らない。 

 

【心得２】部下や上司との信頼をベースとした人間関係を構築する 

 協働するチームづくりの前提となるのが、信頼をベースとした人間関係を構

築することである。近年は、『不機嫌な職場』5というタイトルの本がベストセ

ラーになったように、人間関係が希薄になっていたり、自分を守ることばかり

を考え、お互いを助け合えない職場が増えている。こうした背景の一つに、ミ

ドルマネジャーが部下としっかり向き合えていないことが挙げられる。 

 多くの部下は、「この人は仕事に対して適切な判断を下せるのか」「自分の仕

事の状況をちゃんと把握し、理解してくれているのか」「自分の将来について相

談に乗ってくれる頼りになる人なのか」「人間的に尊敬できる人なのか」といっ

たことを見極めようとしている。ミドルマネジャーには、コーチングやソーシ

ャルスタイル理論などを活用しながら、部下一人ひとりの個性や性格、長所や

短所をしっかりと把握するとともに、一人ひとりの悩みなども真剣に受け止め、

相談に乗り、一緒に解決を図ることで信頼を得て、周囲を引っ張っていくこと

が求められている。 

 こうしたことを完璧にこなしていくことは現実的には難しいが、部下との信

                         
5 講談社現代新書『不機嫌な職場－なぜ社員同士で協力できないのか』（2008年 1月 20日、

高橋克徳、河合太介、永田稔、渡部幹 著） 
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頼関係の構築に向けて最大限の努力をしていく必要がある。そうした取り組み

を持続することは、近年増加しているメンタルヘルス不全やパワーハラスメン

ト対策にもなると考えられる。 

 部下との間だけでなく、上司との信頼関係を構築していくことも重要である。

例えば、新しい事業の企画立案や、組織の変革に取り組むような時には、チー

ム内はもとより、さまざまな関係者の協力を得ることが不可欠となる。そのた

め、日頃から上司とは職場の現状や課題、現場から上がってきた情報などを共

有し、いざという時に上司の支援を得られる関係の構築に努めることが望まれ

る。上司との関係が儀礼的なものになっていないか、常に自身の行動を見直す

必要があろう。 

 

【心得３】チームの方向性などの明示と仕事の意味付けをする 

 チームの目標の達成や課題解決にあたっては、ミドルマネジャーが進むべき

方向性やゴール、仕事の目的や意義をシンプルに打ち出し、戦略的なストーリ

ーのように話して聞かせ、メンバーと共有することが重要となる。その際、目

標達成に向けた行動にどのような意味があるのか、なぜそれをしなければいけ

ないのか、この仕事の経験は将来どのように役立つのかなど、仕事の意味や意

義をしっかりと伝え、メンバー一人ひとりがその中でどのような役割を果たし

ていくのかをイメージできるように語ることも大切となる。こうした点を怠れ

ば、部下は単純に課せられた仕事をするだけになりやすく、自ら考えながら行

動する人材へと成長する機会を失うことになりかねない。 

 さらに、組織と部下一人ひとりの目標を擦り合わせる方法として、多くの企

業が目標管理制度を導入しているが、部下と具体的な目標を設定する際には、

自社の経営理念や社会的使命、大切にする価値観、ステークホルダーに対する

姿勢などをしっかりと意識させ、必要以上に数値目標を追求しないといった配

慮が求められる。さもなければ、目先の損得勘定ばかりに敏感な人材が育って

しまったり、数値目標を何としても達成しようとするあまり、重大なコンプラ

イアンス違反を犯す可能性すらある。 

 ミドルマネジャーは、これらのことをしっかりと認識した上でリーダーシッ

プを発揮する必要がある。 

 

【心得４】部下の成長に合った指導・支援をする 

 社会人生活の中で最も成長が著しく、伸びしろの大きい新入社員や若手社員

の育成に携われるということは、ミドルマネジャーの仕事の醍醐味の一つとも
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いえる。大切な部下の成長の芽をつんでしまわないためにも、部下一人ひとり

の成長の段階を見極めた指導・育成に取り組むことが強く求められる。 

 例えば、新入社員や入社３年目くらいまでの若手社員には、社会人としての

常識や仕事に対する考え方、やり方といった基礎をしっかりと身に付けさせる

ことが最優先される。そこで、はじめは定型的な業務を比較的多めにし、仕事

の達成感と自信を持たせつつ、徐々に非定型的な業務のウェイトを高めていき

ながら、主体的な取り組みを促すような指導・支援をしていくことが望ましい。 

 一方、管理職手前の中堅社員には、本人の能力や経験から見て、尐し上位の

課題を与え、指導・援助していくことで段階的に能力を高めていくことが、モ

チベーションを高めるうえでも効果的である。また、意図的に後輩を指導・育

成する機会を設けることも、管理職に登用される前にマネジメントや部下指

導・育成の経験を積ませる良い機会となる。 

 

【心得５】自分のマネジメントスタイルについて常に内省する 

 最後に、最も重要なことは、自分のマネジメントスタイルについて常に内省

し、改めるべきはすぐに改める習慣をつけることである。日々の業務が忙しい

と、業務の振り返りや自省する時間を持つことは難しくなるが、「自分の業務マ

ネジメントや部下管理はうまくできているのか」「他にもっと良い方法はなかっ

たのか」「同僚はどのようなマネジメントをしているのか」など、自らの行動を

振り返る機会を持ち、反省すべきところは反省し、より良いマネジメントの実

践に繋げていくという「内省」のプロセスを踏むことは、自分のマネジメント

スキルを高めるうえで不可欠である。 

 最近は、「内省」の機会を研修などで提供する企業も増えているが、仮に自社

にそうした研修がない場合でも、1 回に 30 分から 45 分程度の「内省」を行な

うだけでも十分に効果が期待できることから、始業前のちょっとした時間や、

昼の休憩時間などを利用するなどして、自ら「内省」の場をつくっていく努力

が求められる。その際には、一人よりも複数で「内省」する方が気付きも多い

ことから、周りの同僚などを巻き込んでいくことも重要である。 

 

５．今後の課題 

 本報告書は、主にミドルマネジャーが国内の本社や事業所において直面して

いる現状課題を整理し、その対忚について論じてきた。しかし、今後を見据え

ると、国内市場の変化への対忚やグローバル経営のさらなる進展にともない、

ミドルマネジャーに求められる役割や直面する課題も変化していくと考えられ
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る。そこで、今後、重要度が高まると考えられるミドルマネジャーの役割や、

求められる環境整備について整理しておく。 

 

（１）重要度が高まると考えられる役割 

 第一は、「創造的・革新的な取り組みの推進」である。尐子・高齢化にともな

い、国内市場は縮小を余儀なくされるとともに市場のニーズも変化していくこ

とから、高齢者向けの製品・サービスの開発・提供といった潜在的な需要の掘

り起こしや、新たなビジネスモデルの確立などの必要性が高まることが予想さ

れる。加えて、アジアをはじめとする新興国のボリュームゾーンの需要の獲得、

そのための差別化戦略の推進やブランド力の強化の重要性もさらに高まってい

くことは明らかである。こうした取り組みを推進していく上で中心的な役割を

担うのは、ミドルマネジャーである。本来であればミドルマネジャーの上位者

に求められるような「経営環境の変化を踏まえた新しい事業や仕組みを自ら企

画立案する」という役割の重要性は、ますます高まるであろう。 

 第二は、「多様な人材を活かすダイバーシティ・マネジメントの実践」である。

海外展開が進展すればするほど、各地で活躍するミドルマネジャーは当然のこ

と、例え国内勤務者であったとしても、海外のグループ企業も対象としたグロ

ーバルな人事異動・人材配置の推進、Ｍ＆Ａによる外国人従業員の比率の増大、

現地パートナー企業とのビジネスの拡大、外国人留学生の採用などが進むこと

により、日本人以外の上司や同僚、部下をもつミドルマネジャーの割合は増え、

そうした多様な人材を最大限に活用していく必要性が高まる。とくに、海外で

のマネジメントを成功させていくためには、現地のマーケット情報の収集に加

えて、商慣行や労働慣行、生活習慣、その国の文化・歴史といった異文化への

理解力を高めるとともに、本社の日本人だからということではなく、自らの実

力で現地の人材の尊敬と信頼を勝ち取っていくことが不可欠となる。これから

のミドルマネジャーには、国際的なセンスを持ちながら、多様性が生み出すメ

リットを最大限に引き出していくマネジメントを実践していくことが求められ

る。 

 

（２）求められる環境整備 

 経営のグローバル化が進展するほど、海外グループ企業と整合性がとれる人

事諸制度の整備が不可欠となる。特に賃金制度に関しては、多くの企業が海外

のグループ企業と国内の賃金制度を別建てで運用していると考えられるが、グ

ローバルな人事異動・人材配置の動きが加速し、対象者が多くなればなるほど、
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制度の国際的な整合性の必要性は高まる。世界各地の第一線で活躍するミドル

マネジャーの賃金制度をどうするかは難しい問題であるとは言え、バランスを

どう図るかを考えていくことが求められることになろう。 

 また、創造的・革新的な業務の推進がミドルマネジャーに求められれば求め

られるほど、自主的・自律的に働ける環境の整備が重要となる。このことは企

業の努力では限界があるため、政府において必要な労働法制の見直しの検討を

始めることが望まれる。 

 

以 上 
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 人事・労務委員長インタビュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

－今回の報告書の感想をお聞かせくだ

さい 

鳥原委員長 いま、経営と現場をつな

ぐミドルマネジャーの重要性が再認識

されている。これまで日本企業の強さ

を支えてきたミドルマネジャー層は、

経営環境の変化の中で期待される役割

を果たしにくくなっており、その復活

に向けた人事施策が求められている。 

 報告書は、ミドルマネジャーの現状

と課題についてよく整理されており、

企業事例を踏まえた具体的な対忚策も

盛り込まれている。各社がこの問題に

対忚していく際の一助になればと思う。 

  

－ご自身は、どのようなミドルマネジ

ャーだったと思いますか 

鳥原委員長 私がはじめて課長になっ

たのは、都内の営業所の販売課長にな

った 35 歳の時である。当時、私の上司

に当たるのは営業所長と本社の販売統

括部長であり、下には３人の係長と約

40 人の部下がいた。私は、上司と販売

課３係の現場組織をつなぐ、まさに報

告書で言うところのミドルマネジャー

の立場にあった。 

 私は就任当初に、現場と人を知らな

ければ何もできないと考え、はじめに

全ての部下の仕事に同行して現場を見

て回り、その晩には係長も交えて酒を

酌み交わしながら一人ひとりの苦労話

や成功体験を聞いた。最初にこうした

コミュニケーションを大切にしたこと

が、その後の組織の一体感づくりの土

壌になったのではないかと思っている。 

 次に行なったことは、目標の共有化

であった。本社の方針や営業所全体の

業績目標に沿いながら、個々人のやり

がいにつながるような、ストレッチの

効いた販売目標をつくるのには苦労し

た。新米の課長であったため、３人の

ベテランの係長とじっくり話し合い、

係長たちも納得づくで目標を設定した

上で、上司との調整を図った。また、

目標達成のための体制改善など、現場

からの意見の反映に責任を持って努め

た。 

 その後の現場の実行管理は、すべて

○ ミドルマネジャーは、悩みの多いポストだが、 

  魅力的でやりがいのある仕事である 

○ 努力したことは、必ず誰かが評価してくれている 

○ 現場発の改革・改善に向けて、使命感を持って 

   取り組んでほしい 

 
鳥原光憲・東京ガス会長 

人事・労務委員長インタビュー 
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係長に任せたが、課長として課全体の

仕事の進捗状況や、部下の仕事ぶりな

どの把握はしっかりと行なった。社内

外のさまざまな情勢把握にも努め、係

長に必要な情報を伝達するように気を

配った。当時のミドルマネジャーに求

められていた役割は果たせていたので

はないか。 

 

－自分を成長させたと思う経験につい

てお聞かせください 

鳥原委員長 いろいろあるが、総合企

画部の経営計画グループのマネジャー

だった頃が印象として強く残っている。

とにかく上司の部長が大変に素晴らし

い人で、大筋の方向性に問題がない限

りは、ほとんどの仕事を私に任せてく

れた。私はいつも、「部長のつもりで仕

事をしろ」と言われ、実際、各部との

調整から常務会に提出する総合政策の

立案に至るまで、部長の立場で考え責

任を持って仕事をさせてもらい、多く

のことを学ぶことができた。 

 自分の立場を今いるポジションより

も高いレベルに置いて、考え行動する

ことが、自分の成長につながる一つの

道だとつくづく感じた。自分自身がこ

のように大変良い経験をさせてもらっ

たので、社長になってから、各部署の

ミドルマネジャーたちと懇談する機会

を持つたびに、彼等に対して常に１ラ

ンク上のポジションに自分を置いて仕

事をするように言ってきた。 

 

－ミドルマネジャーの魅力とは何だと

思いますか 

鳥原委員長 大きく３つあると思う。 

 一つは、自分のリーダーシップの下

で組織力を発揮できた時に得られる一

体感や達成感。二つ目は、会社の中で

誰よりも現場を知る立場にいるからこ

そできる現場発の改革に挑戦するとい

う使命感。三つ目は、部下の育成とと

もに得られる自分の成長に対する満足

感である。 

 もちろん、立場上悩みも多いだろう

が、それは本質的には昔から変わらな

いのではないか。ミドルマネジャーの

魅力を思えば、大変にやりがいのある

ポジションであると言える。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－いまのミドルマネジャーに期待する

ことは何ですか 

鳥原委員長 会社におけるイノベーシ

ョンはすべて現場から生まれる。ミド
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ルマネジャーには、先ほど話した、現

場発の改革に対する使命感を意気に感

じてもらいたい。現場を最もよく知る

ミドルマネジャーこそ、変革を起こす

機動力になってもらいたいからだ。そ

のためにも、変化を察知する力が必要

だ。 

 常に現場の変化を敏感に捉えて必要

な変革をしていかなければ会社の成長

はない。そのため、ミドルマネジャー

は日頃から部下とのコミュニケーショ

ンを密に図る必要がある。部下の報告

を聞いて何か問題を感じたら、すぐに

何をすべきか、どう改善すべきかを考

え抜き、現場発の改革・改善に向けて

上司に積極的に働きかけねばならない。

こうした取り組みができる現場組織を

もつ企業こそが、マーケットの変化に

柔軟に対忚できる。 

 報告書で指摘しているとおり、ミド

ルマネジャーが求められる役割を存分

に果たせる環境を整備することは、企

業にとっての焦眉の課題である。スタ

ッフと異なり、現場組織の場合はあま

りにフラット化すると管理も難しくな

るだろう。 

 一方で、ミドルマネジャーにも、自

分の置かれている環境を自分の力で変

えていこうという気概を持ち、努力を

続けてもらいたい。確かに管理業務は

増えてはいるが、会社の環境整備を待

つだけではなく、仕事の優先順位をつ

けて上司と調整し、思い切って仕事を

省き、大事な仕事に時間を振り向ける

など、自分で現状を改善するための判

断をしてほしい。自らの取り組みと会

社の施策があいまってこそ、いい組織

体制ができると思う。 

 

－最後に、ミドルマネジャーにエール

をお願いします 

鳥原委員長 ミドルマネジャーは、企

業組織において極めて重要な役割を担

っている。それだけに魅力あるポスト

であると同時に、非常に苦労の多いキ

ャリア・ステージでもある。成果がす

ぐにあらわれるとは限らず、短期的に

は自分の評価につながらないこともあ

り、悩みも多いポストと言える。 

 しかし私は、努力は決して無駄にな

らないということを強調しておきたい。 

 ある時、私がミドルマネジャーだっ

た頃に一緒に仕事をした部下から、「課

長のあの時の言葉のおかげで、自分は

立ち直ることができた」と言われたこ

とがある。自分は覚えていないことだ

ったが、この話を聞いて、その当時は

わからないことでも、後で報われる喜

びを感じた。長い目で見れば、努力は

誰かが必ず評価してくれるものだ。 

 ミドルマネジャーは、人生において

大きなチャレンジの機会であり、社会

のため、組織のため、自分のためにそ

れぞれの持ち味を最大限に発揮して活

躍してもらいたいと願っている。 

 聞き手：経団連事務局 
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Ⅰ．企業事例  

１．旭化成株式会社 

 

 

 

 

 

 

１．マネジメント力強化に向けたミドルマネジャー研修の見直しの背景 

 旭化成では、2008 年頃、人事トップが自社のミドルマネジャーのマネジメン

ト力が低下しているのではないかと指摘していた。その理由については、①部

下を持つ意味がわかっていない、②育成のスキルがない、③育成の時間がとれ

ていないなどが考えられていた。 

 従来から同社では、ミドルマネジャーを対象として、MTP（Management 

Training Program：管理研修プログラム）をアレンジした、マネジメントの基

礎習得のための研修を実施していたが、製造現場でのマネジメントをベースと

していたため、社内からは営業や開発、スタッフ部門などでは実践しにくいと

の声があった。 

 そこで、2009 年度からミドルマネジャー強化に向けた新たな研修を実施して

いる。研修の設計にあたっては、多くのミドルマネジャーに対して実施したイ

ンタビューや、多くの文献などを参考に、現場で活用しやすい内容とするため

の工夫を取り入れており、①同社の「人財理念」で求めるリーダーの役割を共

有すること、②研修で学んだ知識やスキルを定着・活用させることを目的とし

た取り組みを行なっている。 

 

２．「人財理念」で求めるリーダーの役割を共有するための取り組み 

 同社では、2006 年に、人財について共有すべき価値観や行動の指針として「人

財理念」を制定し、その中で「リーダーに求めること」を示した（図表１）。し

かし、社員からは、「具体的な行動をイメージしづらい」との声もあり、表現を

工夫して具体的な行動プロセスとして共有できるものにする必要があった。そ

こで、人財理念の「リーダーに求めること」を「マネジメントの４象限」に当

てはめて、わかりやすく示すこととした。 

 

 

会社概要 

 創  業：1931 年５月 21 日 

 資 本 金：1,033 億 8,900 万円（2011 年３月 31 日現在）  

 事業内容：総合化学 

 従業員数：25,016 人（2011 年３月 31 日現在） 
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図表１ 人財理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「人財理念」の「マネジメントの４象限」を用いた構造化と共有 

 「マネジメントの４象限」は、縦軸を「時間」、横軸を「行動の対象」として、

マネジャーの役割を構造化した上で、マネジャーが実際の現場で共通言語とし

て活用しやすいよう各象限に「ビジネスを創る」「人を創る」「数字を創る」「関

係を創る」という名称をつけるなどの工夫を行なった。 

 研修では、この「マネジメントの４象限」を活用し、各象限の具体的な考え

方や行動についてミドルマネジャーにディスカッションさせ、人財理念で求め

る「リーダーに求めること」に対する理解の促進を図っている。さらに、ディ

スカッションを通じて、各象限をより具体的にイメージしやすくするキーワー

ドを盛り込んでいる。例えば、「ビジネスを創る」の象限のキーワードとなって

いる「減算思考」や「多・長・根」という言葉は、先代の社長が「ビジネスを

創る時には足し算ではなく、目標から引き算する必要があることから、多面的・

長期的・根本的に考えなければならない」と語っていたことにヒントを得て、

実際の研修で議論して、盛り込んだものである（図表２）。 

 

図表２ マネジメントの４象限 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

企業理念・人財理念

ビジネスを創る
減算思考

多・長・根

４眼

人を創る
OJT

OffJT

OCT

数字を創る
目標管理

PDCA
決算書を読む

関係を創る
多様性を活かす

風通しの良い職場
働きがいを感じる組織

既存の枠組みを超えて発想し、

行動する
メンバーの成長に責任を持つ

成果をあげる 活力ある組織を創る

仕事 人

長期

短期

●活力ある組織をつくり、

成果をあげる

●既成の枠組みを超えて

発想し、行動する

●メンバーの成長に

責任を持つ

■リーダーに求めること

●挑戦し、変化し続ける

●誠実に、責任感を持って

行動する

●多様性を尊重する

■社員に求めること

旭化成グループの人財が、働きがいを感じ、いきいきと

活躍できる場を提供し、グループの成長と発展を目指す

■会社が約束すること
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（２）「マネジメントの４象限」に基づいた「他者アンケート」の実施 

 研修では、ミドルマネジャー（リーダー）として求められる行動について、

今何ができていて、何ができていないかを受講者に対して明らかにすることを

目的に、事前に受講者やその上司、部下、同僚に実施した、いわゆる 360 度評

価である「他者アンケート」の結果をフィードバックしている。「他者アンケー

ト」は、マネジャーとしての知識や能力を問うものではなく、マネジメントの

４象限に沿った行動ができているかを確認するものであり、各象限４問ずつ計

16 問の質問からなっている。設問ごとに、「できていない例」も掲載し、具体

的な行動としてイメージしやすいような工夫をしている（図表３）。 

 他者アンケートについて、ミドルマネジャーからは「役に立つ」との意見が

多く、とりわけ経験の浅いマネジャーほどその傾向が高くなっている。 

 

図表３ ４象限に基づいた「他者アンケート」の「数字を創る」の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．研修で学んだ知識やスキルを定着・活用させるための取り組み 

（１）生事例を活用したディスカッションの導入 

 受講者が研修内容を一般論として捉えるのではなく、実際の現場で活用しや

すいよう、ミドルマネジャーが実際に悩んでいる生事例を研修の題材としてと

りあげ、ディスカッションしている。具体的な内容としては、①若年部下との

関係、②年上部下との関係、③雇用形態の異なる社員との関係、④異性の部下

との関係、⑤海外現地法人のメンバーとの関係について、主に話し合ってもら

っている。その結果、明確な答えが得られるわけではないが、同社人事部は、

マネジャー自身の経験を基にディスカッションするだけでも、前向きに取り組

めるようになるなど、一定の効果が表れていると評価している。 

１：Plan

２：Do

３：Check

４：Action

あなたは、自部署の目標を立てるときに部下をうまく巻き込み現実的かつチャレンジングな目標にしていますか。

（できていない例：業務に計画性がなく、目的が曖昧なまま仕事を進めさせている）

あなたは、メンバー（部下）の業務状況を把握できていますか。

（できていない例：メンバーがつまずいているところや仕事のピークが分かっていない。問題把握が後手に回っている）

あなたは、メンバー（部下）の業務状況を改善するために、タイムリーなアドバイスをしていますか。

（できていない例：メンバーと一週間の仕事を振り返るような機会を設けていない。失敗からの学びを整理してやれていない）

あなたは、定期的に自組織に不足していることをチェックし、役割やルールを見直していますか。

（できていない例：自組織のトラブルや恒常的な不都合・コンプライアンス抵触に対して、改善や周知を行なっていない）
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（２）メール配信や修了レポートによるフォローアップの充実 

 研修で学んだ内容を定着させ、ミドルマネジャーの行動変容につなげること

を目的に、研修後の継続的なフォローアップとして、「ミドル通信」と「修了レ

ポート」の２つを実施している。 

 ミドル通信は毎月１回、ミドルマネジャーとして知らなければならない内容

を、研修担当者がメール発信しているものである。発信する際には、ミドル通

信でとりあげた題目が「マネジメントの４象限」のいずれに該当するのかを明

示した上で、関連する社内外の事例や文献、WEB などもあわせて紹介している。 

 修了レポートは、研修で学んだことをリマインドさせることを目的に、研修

が終わってから半年後に提出させている。具体的には、研修で学んだことを実

際の現場でどう活用し、どのように取り組んだかを、「マネジメントの４象限」

にまとめさせている。修了レポートのうち、好事例については、優秀者として

表彰するとともに、研修を受講した者が閲覧可能なＷＥＢ上で公開し、共有化

を図っている。 

 

４．現時点での研修の評価と今後の課題 

 受講後数ヵ月してから実施したアンケートでは、「研修前後で自分自身がどの

程度変わったか」との質問について、約３分１が「変わった」と回答し、残り

の大部分も「やや変わった」と答えるなど、効果があったと捉えている。また、

「マネジメントの４象限のうち、どこに注力するようになったか」を聞いたと

ころ、４分の３が「人を創る」と回答するなど、人材育成に関する意識は確実

に高まっている。今後は、「ビジネスを創る」に関する意識の向上に取り組む必

要があると認識している。 

 ミドルマネジャー（リーダー）を対象とした研修は従来、ミドルマネジャー

としてある程度の経験がある者を対象としていたが、2011 年度からは新任課長

にも実施している。そのなかで、新任マネジャーは、自分の言葉で方針やある

べき姿を語ることができていないなどの課題が生じており、その対忚として、

将来像を描くセッションを強化している。 

 そのほか、研修によって業務の整理を行なう術は習得できても、そもそも絶

対的に業務量が多い場合には、業務量を軽減しないと、マネジメントに支障が

出ることから、会社として何らかの対忚が必要になると考えており、その検討

も始めている。 
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２．アサヒビール株式会社 

 

 

 

 

 

１．ミドルマネジャーに求められる役割とその育成・サポートに向けた取り組み 

 アサヒビールでは、歴代の経営トップが、社内イントラネットなどを活用し

て人を育成することの重要さを社員に説き続けるなど、人や仲間を大切にする

風土を醸成するよう努めてきている。その一環として、管理職のことを「プロ

デューサー」と呼び、部下が活き活きと働ける舞台を作るとともに、その舞台

の演出者であると定義付けることで、さらなる意識付けを図っている。そして

ミドルマネジャーが身に付けるべき具体的なスキルとして、コーチングやメン

タルヘルス、キャリアアドバイスなどを挙げているが、最も重要なものはコー

チングであるとして、その習得に向けた取り組みを強化している。 

 とりわけミドルマネジャーは、部下一人ひとりを育成することと、業績をあ

げるという２つの重要な責任を担っていることから、その育成とサポート体制

づくりを目的として、①成長支援に向けた取り組み、②ＯＪＴ推進に向けた取

り組みに注力している。 

 

２．ミドルマネジャーの成長支援に向けた取り組み 

 同社では、ライン長（マネジャー）就任時から継続して研修を実施し、フォ

ローアップも充実させるなど、ミドルマネジャーの成長支援に積極的に取り組

んでいる（図表１）。 

 新任１年目には、マネジャーとして必要な知識やコーチングなどのスキル習

得に向けた「新任ライン長研修」を実施しており、研修後には、研修内容のリ

マインドと実践の促進を図ることを目的に、人事部門からメールによる継続的

なフォローアップを行なっている。 

 ２年目には、「新任ライン長フォローアップ研修」として、キャリアコーチン

グなどに関する研修を実施し、研修後には、ライン長になってから受講した２

年間の研修とその実践の成果として「実践レポート」の提出を課し、個別にフ

ィードバックしている。 

 ３年目以降は、毎年実施する多面評価によって自身に不足する知識やスキル

を把握した上で、主体的に学べるように選択型研修を用意している。 

会社概要 

 創  業：1889 年 

 資 本 金：200 億円（2011 年７月１日現在） 

 事業内容：酒類製造・販売業 

 従業員数：約 3,300 人（2011 年７月１日現在） 
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図表１ 新任時からの成長支援の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ミドルマネジャーのＯＪＴ推進に向けた取り組み 

 同社では、ミドルマネジャーの積極的なＯＪＴ推進にあたっては、ミドルマ

ネジャー自身に対する意識向上や、スキル習得に向けた支援とともに、ＯＪＴ

を組織的に推進する風土・仕組みづくりが重要であるとし、①ミドルマネジャ

ーの上司層の人材育成意識の向上、②部下育成の評価への反映、③面談におけ

る評価育成手帳の活用推進などを行なっている。 

 

（１）ミドルマネジャーの上司層の人材育成に関する意識向上に向けた取り組み 

 毎月開催する本部長会議において、社長が人材育成やＯＪＴに対する熱い想

いを伝えるとともに、事業場ごとに作成するＯＪＴの年度計画について、本部

長同士でディスカッションさせている。その後、本部長が中心となり、事業場

の全管理職が一緒になって自部署の人材育成やＯＪＴのあり方を議論している。

これにより、部署全体の人材育成に対する意識を高め、ＯＪＴを組織ぐるみで

行なう風土づくりの醸成に努めている。 

 

（２）部下育成の評価への反映 

 プロデューサーの評価における業績目標の一つとして、部下育成に関する項

目を入れており、業績をあげるだけではミドルマネジャーに求められる責任の

一つを果たしたにすぎないことを明確にしている。具体的な評価ウェイトは、

プロデューサーとその上司との面談によって上司が決定する。ＯＪＴを通じて、

自身の能力開発課題認識・自己改革の契機

【新任ライン長研修】
▼１年生対象

役割認識、労務知識、リスク管理、
コーチング、コンプライアンス、
メンタルヘルス、評価者訓練等

【選択型ライン長研修】
▼自己研鑽扱いの選択型研修。
・戦略的ＯＪＴ強化研修
・マネジャーのための論理的思考
・アカウンティング研修
・個を活かし組織力を高める
リーダーシップ

ライン長多面評価

□やりきる組織の構築〔ビジョン・ゼロベース・ＰＤＣＡ〕 □人材の育成 □働きやすい職場環境の構築
□事業場長（経営幹部） ／所属長としての職責 □生産性の向上 □創造型マネジメントの実践

ライン長に求められる行動・スキル

コーチング実践フォロー
（メールによるリマインドと実践促進）

受講後全員

マネジメント実践道場
（実践レポートと個別フィードバック）

受講後全員

【新任ライン長フォローアップ研修】
▼２年生対象
改革のマネジメント
キャリアコーチング、ダイバーシティ、
コーポレートブランド等
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部下一人ひとりを成長させるために、ミドルマネジャーとその上司が目標を立

て、今期どのように取り組んだかを確認し評価することによって、ＯＪＴの推

進を図っている。 

 

（３）評価育成手帳を活用した効果的な面談の推進 

 同社では、部下との面談を行なう時に、部下のモチベーションや、納得性を

高める効果的なツールとして、「評価育成手帳」を活用している（【第１部】報

告書編 30 頁の図表 14 参照）。これは、部下の行動を観察し、実際の行動や生み

出した成果、今後の課題などについて気付きがあればその都度メモをとるもの

で、定型のフォーマットは定めておらず、各々が活用しやすいものを使用して

いる。この手帳の内容を参考に、部下の具体的な行動に基づいた評価やキャリ

ア面談を実施している。部下本人も忘れてしまっているような具体的な行動や

成果などに言及しながら評価や面談を行なうことによって、部下は「上司は自

分のことをきちんと見てくれている」と感じてモチベーションが上がるほか、

評価やアドバイスの納得性も非常に高まっている。 

 同社人事部では、評価育成手帳は、部下のモチベーションをあげられる非常

に有効なツールであると考えている。 

 

４．今後の取り組み 

 同社ではこれまで、一律の研修やサポート策を中心に取り組んできたが、そ

の効果には限界があると認識しており、より個別的なニーズや問題に対忚して

いく必要性を感じている。そこで、2012 年度以降は、希望する事業場ごとに、

「出前コーチ」や「出前合宿屋」と称するコーチングや組織開発のプロの講師

を現地に派遣し、現地のニーズや悩みなどを個別に聞き取りながら、研修と現

場とが一体となるような取り組みを行なう予定である（図表２）。 
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図表２ 出前コーチの実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループコーチング（2時間×10週間）

約3か月間

『グループコーチング』

2時間×10週間にわたってグループコーチングを実施。

※部支店の定例会（夕礼等）にて実施。約10名での実施が理想的

※状況に応じて、TV会議システムを利用

テーマ例

・この1週間の中で何を実践したか？

・上手くいったことは何か？上手くいかなかったことは何か？

・全体共有+知恵を貸して欲しいことは何か？

・参加者の課題認識に応じた新しいナレッジのインプット

※課題に応じてテーマを変えます

10週間の中で、コーチの問いかけやファシリテーションを体感していただき、グループコーチング終了後も、

自組織で自走するチームを目指して頂きます。
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３．アステラス製薬株式会社 

 

 

 

 

 

１．「育成型ミドルマネジャー」の育成 

 アステラス製薬は、Ｐ.Ｆ.ドラッカーの「経営資源（ヒト、モノ、カネ、時

間、情報）の中で、唯一、ヒトだけが自ら考えて行動することができ、本質的

に他人のコントロールから自由な存在であり、変革を起こすことができるのは

自由意思を持っているヒトだけである」という言葉にあるように、人材を最重

要資源ととらえ、「コンピテンシー」を共通言語に、「コーチング技術」を活用

しながら、部下のキャリア形成支援と一人ひとりの能力を最大限に引き出し、

自発的な行動を促す「育成型ミドルマネジャー」の育成に注力している。 

 

２．コンピテンシーを共通言語としたキャリア形成支援 

 同社におけるコンピテンシーは、①全従業員に求められるコア・コンピテン

シー、②マネジメント職掌に求められるマネジリアル・コンピテンシー、③部

門特性に忚じて規定されるファンクショナル・コンピテンシーの３つで構成さ

れている（図表１）。 

 

図表１ アステラス・コンピテンシー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜個に対するマネジメント＞

＜チームマネジメント＞

＜成果を創出するマネジメント＞

7. 戦略の策定と遂行
8. 組織力の活用
9. 成果の把握と評価

4. 方向性の明示と共有
5. チーム力の最大化
6. 成長を促す環境づくり

1. 成長支援
2. エンパワーメント
3. 部下/メンバーとの協働関係

ファンクショナル・コンピテンシー
【部門特性に応じて規定される成果創出行動】

マネジリアル・コンピテンシー
【マネジメント職掌に求められる

成果創出行動】

コア・コンピテンシー
【アステラス成果創出基本行動】

＜高い倫理観＞
1.社会的責任
2.個の尊重

＜競争の視点＞
7. スピード
8. 戦略的思考
9. 達成志向

＜顧客志向＞
3. 顧客志向

＜創造性発揮＞
4. 変革への挑戦
5. コラボレーション
6. 自立と自律

会社概要 

 創  業：1923 年 

 資 本 金：1,030 億円 （2011 年３月 31 日現在） 

 事業内容：医薬品の製造・販売および輸出入 

 従業員数：16,279 人（2011 年３月 31 日現在、連結ベース） 
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 マネジャーは、部下に求められるコンピテンシー（特にコア・コンピテンシ

ー）を踏まえながら、ＯＦＦ－ＪＴも活用しつつ、ＯＪＴや部下の成長支援に

取り組むことが求められている。例えば、マネジャーは、目標面談において、

成果責任を果たしたかどうかという点だけで評価・処遇を行なうのではなく、

部下に求められるコンピテンシーを踏まえながら、必要な助言や指導もしてい

くことになる。さらに、人事異動に際してもコンピテンシーの発揮状況をしっ

かり把握した上で適所適材の人員配置を実施していくなど、同社の人事施策は

すべてコンピテンシーが基軸となっていることから、マネジャーには、部下一

人ひとりに必要なコンピテンシーの発揮に向けた支援が強く求められる。 

 コンピテンシーを人事施策の基軸とし、かつキャリア形成支援の共通言語に

している理由は、日頃のマネジャーの部下育成・指導を自己流や個人的な考え

方に偏重させないためでもある。そのため、コンピテンシーに書かれている内

容をどう実践すればよいかが書かれている「コンピテンシー・ディクショナリ

ー（成果創出行動の手引書）」も用意し、コンピテンシーの理解促進に力を入れ

ている。 

 

３．コーチングにより部下の自律的な行動を引き出す 

 マネジャーがコンピテンシーを共通言語とした部下のキャリア形成支援を推

進する際の支援ツールとして、特に重視しているのが「コーチング」である。 

 コーチングを積極的に導入している理由には、大きく２つある。一つは、同

社が誕生した 2005 年の合併当時は、多くのマネジャーが自分の部下を十分に把

握できていないという状況が生じていたため、組織内のコミュニケーションの

強化が急務になっていたことである。もう一つは、部下を自分の思うように動

かしたいと考える「指示命令」に偏ったマネジメントスタイルが尐なからず見

られていたため、部下一人ひとりに対して目配り・気配りし、成長を促すこと

のできるマネジャーの育成が急務になっていたことが挙げられる。 

 部下の自発的な行動を促進するコミュニケーション技術であるコーチングに

着目したのは、コーチングのプロセスが、現状と目標を明確にし、そのギャッ

プを埋めるためのプランを上司と部下とが一緒に考える「目標管理面談」のプ

ロセスと共通していることが挙げられる。 

 新任マネジャーは全員、コーチング研修の受講が義務付けられている。コー

チングの理論は理解できても、実際にやってみなければ身に付かないことから、

はじめに 1.5 日間のコーチング研修（外部の専門機関に委託）で理論を学んだ

後、10 週間のインターバルを置いて、フォローアップ研修を受講する。 
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 フォローアップ研修では、現場で実践した成果や、実際に部下の行動が変わ

った効果的な取り組みなどの共有を図っているが、コーチングを実践する中で

生まれた悩みの共有や、コーチングが万能ではないことを理解する場としても

重視している。 

 また、フォローアップ研修までの 10 週間のインターバルでは、研修で扱った

トピックや、マネジャーが職場でコーチングを実践する際の参考となるような

内容が書かれているフォローメールを全 10 回配信し、マネジャーをサポートし

ている（図表２）。 

  

図表２ コーチング研修後のメール配信によるサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 同社の担当責任者は、「コーチングを活用してマネジャーが部下に興味・関心

を持つことが何よりも重要であり、そのことが育成型ミドルマネジャーの育成

に繋がっていく」と、コーチング導入の効果を高く評価している。 

 

コーチング全般個別化対応提案・要望質問聴く

コーチング

研修

Week

１

Week

2

Week

3

Week

4

Week

5

Week

6

Week

7

Week

8

Week

9

Week

10

月 火 水 木 金

フォローメール①配信 フォローメール②配信
メールアンケート

送信

Week 4 ： [ アクノリッジメント ]

結果の振り返り

リアルタイムで他の回

答者の回答も参照可能

全10回のサ

ポートで、研修

で扱ったトピッ

クを網羅

アクノリッジメント
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４．ＮＴＴコムウェア株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 ＮＴＴコムウェアでは、ＯＪＴを組織的に推進していく体制を整備すること

で、これまでミドルマネジャーに集中していた部下育成に関する実務的な負担

の軽減を図るとともに、職場全体でＯＪＴを推進していく組織風土づくりを目

的としたさまざまな取り組みを実施している。 

 

１．人材育成に関する基本的な考え方 

 同社は、いかなる環境・条件においても、自らの能力と可能性を最大限に発

揮して道を切り開いていこうとする「自立型人材」を育てることを、人材育成

の基本姿勢に掲げている。そして、人材育成の肝と位置付けているのが、日常

の業務遂行を通じて、部下の主体性を引き出し、計画的に育成を図るＯＪＴで

ある。 

 ＯＪＴの推進役となるのは、現場のリーダーである主査やスペシャリスト層

（以下、ＳＰ層）である。主査やＳＰ層には、①理想のリーダーとして部下の

見本となり、信頼を得て支援し続けること、②ＯＪＴの意義を踏まえ、部下と

ともに成長するリーダーを目指しながら、職場全体で取り組むことの２点を、

「育成者の心構え」として求めている。 

 

２．効果的なＯＪＴの実施に向けた工夫 

 同社では、効果的なＯＪＴの実施に向けてさまざまな取り組みを行なってお

り、例えば、育成者に対してＯＪＴを意図的・計画的・重点的に実施するため

の「ＯＪＴプランシート」の作成を育成者に求めている（図表１）。 

 シートの様式は特に定めておらず、育成者が自由に作成してよいものとして

いる。好事例は積極的に共有するが、制度化や様式化はしない。制度化や様式

化してしまうと、それが強制的なものとなり、一人ひとりの主体性を引き出す

ことの妨げになってしまうとの判断からである。 

 

会社概要  

 創  業：1997 年９月１日 

 資 本 金：200 億円  

 事業内容 ：NTT の情報・通信システム部門を母体としたシステムインテグレータ

ー（ミッションクリティカルな情報系システム/通信系システムを数

多く構築してきた経験と実績を活かし、多岐にわたる ICT ソリュー

ションを提供） 

 従業員数：5,303 人（2011 年３月 31 日現在） 
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図表１ ＯＪＴプランシート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、ＯＪＴ推進の定着化とクオリティを高めるため、今後自分が学びたい

師匠的存在、自分を成長させてくれそうな尊敬できる人物の名前と、その人物

から学びたいことをカードに記述し、それを本人に渡す「メンターカード」と

いう取り組みも行なっている（図表２）。 

 この取り組みのベースとなっているのは、自分自身が尊敬されるメンターを

目指すためには、自分を成長させてくれるメンターを見つけることが重要であ

るとの考えである。カードに記述する人物は、上司や社内に限定されるもので

はなく、これまでに自分がお世話になった人や学校の先生、取引先の方、歴史

上の人物など誰でもよい。記述したい人物がいない場合は、自分のありたい姿

や必要なスキルなどを書く。重要なことは、自分の成長を促してくれた出会い

を一つひとつ振り返りながら、メンターの見つけ方を自ら考える点にあると位

置付けている。 

 

図表２ メンターカード 

 

 

 

 

 

 

 

氏名 現状のレベル

目指して欲し

いレベル

（ゴール）

いつま

でに

期限

重点課題

（テーマ）

育成方法

育成機会

計画の概要
実行上の

ハードルと

対策

本人・

上司と

の調

整事

項

４月

～

６月

７月

～

９月

１０月

～

１２月

１月

～

３月

① 品川

・仕事は早く、コ

ミュニケーションも

とれているが、上

司の指示待ちが

多い

自ら考え、上

司に相談する

際には、解決

案を複数提

示できるよう

になる

年度内
本人に意識

させる

相談のある都

度

待っている

だけでは機

会が少ない

ので毎週報

告させる

4/1

上司と

相談、

4/2

本人

納得

済み

② 大崎

・仕事はよくでき

るが、お客様との

コミュニケーション

が苦手

・単独で客先

に提案にいく

ことができる

2010

年３月

自信をもっ

て折衝がで

きる

①一緒に行き

手本を見せる

②一緒に行き

説明させる

③単独で提案

させる

上司、

本人と

も合意

済み

③
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３．新入社員の育成に向けた取り組み（メンタリング制度とファミリー制） 

（１）メンタリング制度の活用 

 メンタリング制度（いわゆるメンター制度）により、新入社員を職場全体で

育成していく体制を組織的に構築している点も同社の特徴と言える。具体的に

は、入社４年目から 10 年目前後の若手社員が中心にメンターとなり、新入社員

の育成に責任を持たせるとともに、主査やＳＰ層は、コーディネーターとして

メンターを側面支援する体制としている。 

 新入社員を対象としたメンタリング制度は、かなり以前から導入していたが、

メンターが忙しそうだったり、質問内容が不適切かもしれないといった不安か

ら、トレーニーである新入社員が気軽にメンターに相談できないという問題を

抱えていた。また、主査・ＳＰ層がメンターを、課長がコーディネーターを担

っていたが、どちらも日常業務に追われがちで忙しく、またそれぞれの役割分

担が不明確であるなどの指摘があった。 

 そこで、2009 年に制度を大幅に見直した。具体的には、まず、メンターを主

査やＳＰ層から若手社員に、コーディネーターの役割を課長から主査・ＳＰ層

に変更した。年齢や役職の近い若手社員をメンターにすることで、日常業務以

外も含めて相談しやすい関係を構築するとともに、大幅な権限委譲によりコー

ディネーターとしての課長の負担軽減を図った。 

 また、これまではティーチングやコーチング主体の研修を導入してきたが、

理論は理解できても実際の職場では使いにくいといった意見も多く聞かれてい

たことから、何のために、どのように育てるのかというメンタリングの基本・

心構えを『メンタリング・マネジメント』（福島正伸・株式会社アントレプレナ

ーセンター代表取締役の著書）を用いて全社的に統一・共有することで、指導

方針のブレとトレーニーの混乱の防止に取り組んだ。 

 さらに、実際にメンターの行動を促すための仕組みとして、自立型人材を目

指すために日頃から最低限心がけることを具体的に３つ、カードに書き込む「３

つの行動宣言（クレド）6」カードも導入した（図表３）。これはメンターをグ

ループ化し、お互いに声を出して宣言と約束を共有し、リーダーや当番を決め

るなどして、毎週１回、メーリングリストを使って「クレドを実行しています

か？」と呼び掛ける相互支援を行なう。クレドの内容が身に付いたら、新しい

課題に変えていく（約３ヵ月が目安）。 

 

 

                         
6 クレドとは、ラテン語で「志」「信条」「約束」を意味する。 



59 

 

図表３ ３つの行動クレド 

 

 

 

 

 

 

 

 実例：１．聞き上手になる（ついつい自分が喋りがちなので途中で口をはさまない） 

    ２．相手の支えとなる（自分中心ではなく相手のやりたいことを支える） 

    ３．自然体でいる（自分以上に大きくはなれない。自分を卑下する必要はない） 

 

（２）ファミリー制の導入 

 また、同社では、新入社員の育成は職場全体が行なうものとの意識を徹底す

るために、新人育成をする際の具体的なフォーメーションや担うべき役割を明

確にし、職場のメンバーを家族のように機能させることを狙いとした「ファミ

リー制」の導入も職場に奨励している（図表４）。制度ではなく奨励としている

のは、ＯＪＴプランニングシートと同様に、職場の主体性を促すためである。 

 ファミリー制では、メンターは母親的な役割を、コーディネーターは父親的

役割を、同僚は兄弟従兄といった役割を担うイメージとなる。また、同じ職場

内だと相談しにくい悩みもあるため、他部署の協力を得ることでクロスメンタ

ーとして若手社員の相談にのる仕組みも整えている。 

  

図表４ 育成する仕組みづくり（奨励モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務人事部 HCMセンタ

各部育成スタッフ

・職場一体での育成

（ファミリー制）

メンターグループ

トレーニー

<課長>

<主査/SP>

コーディネータ

<若手社員>

メンター

トレーニー育成体制

<新入社員>

エルダー

他部門同期・先輩の
参加・協力

他担当

■ファミリーの役割（例）

①毎日声がけをする

②週に一度トレーニーの報告をみんなで聞く

③月に一度懇親会を開く
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５．キヤノン株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

１．キヤノンの人材開発体系 

 キヤノンは、グローバルに活躍できるリーダーの育成に注力している。図表

１は、同社の人材開発施策を体系的にまとめたものである。このうち、管理職

向けの研修は、マネジメント対象として枠線で囲っているものである。新任管

理職研修から所長研修までの階層別研修体系と、ＣＩＬ（キヤノン・イノベー

ティブ・リーダー研修）、ＣＣＥＤＰ（キヤノン・コーポレート・エグゼクティ

ブ・ディベロプメント・プログラム）から、役員候補を対象とする経営塾に至

る経営幹部育成のための選抜型研修体系がある。 

 

図表１ キヤノンの人材開発体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社概要 

 創  業：1937 年８月 10 日 

 資 本 金：1,748 億円 

 事業内容：オフィス機器（複写機、レーザープリンター等）、コンシューマ製品（カ 

       メラ・インクジェットプリンター等）、産業機器（半導体製造装置・医 

            療機器等）の製造及び販売等 

 従業員数：197,386 人（連結） 
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２．新任管理職研修 

 新任管理職研修は、変革を担うリーダーとして自部門のビジョン・目標の設

定や戦略策定、人材の活用・育成、財務活用など、マネジメントの実践力の強

化を狙いとしたカリキュラムで構成されている。はじめに全体研修において、

経営トップからの新任管理職に対する期待や、リスクマネジメントに関する話

を聞き、その後、評価者研修、一泊二日の合宿研修、コーチング研修を経て、

数ヵ月後に全体研修のフォローアップ研修を実施する流れとなっている（図表

２）。全体研修と合宿研修については、グループ企業各社のミドルマネジャーも

参加している。 

 

図表２ 新任管理職研修フレームワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ＣＩＬ、ＣＣＥＤＰ 

 ＣＩＬは、経営幹部候補を育成する選抜型研修である。ＣＩＬ１は、主任・

課長代理を、ＣＩＬ２は課長を、ＣＩＬ３は部長をそれぞれ対象としている。

ＣＩＬ１では、経営学修士（ＭＢＡ）で学ぶような財務や経営戦略などの基本

的な経営スキルとともに、自社を含むケーススタディーで徹底的に議論する。

ＣＩＬ２、ＣＩＬ３とレベルが上がるにつれて、経営スキルをベースにしてい

かに自社の課題に取り組んでいくかに力点を移していく。また、上位の研修に

なるほど、使命感・倫理感や実行する勇気といった人間力的な要素を重視して

いくことも特徴としている。選抜されたことは非公開であり、即給与や処遇を

変更させることはないが、経営を意識した意図的な配置に繋げることはイメー
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ジされている。 

 また、ＣＣＥＤＰは、世界各国のキヤノングループから選抜された部長クラ

ス以上を対象にした研修である。各国で鍛えられたメンバーがグローバルレベ

ルで一堂に会し、切磋琢磨することを意図している。キヤノングループの理念

と経営戦略を共有し、グローバルな視点でリーダーシップを発揮できる人材を

育成すべくプログラムを構築する。このプログラムは当然すべて英語で作成さ

れる。 

 

４．東京セミナー 

 東京セミナーは、世界中で活躍している同社のマネジャーからゼネラルマネ

ジャークラスの人材を日本に集め、キヤノンの理念を共有しようというもので

ある。1980 年から開催しており、これまでに 1,000 人以上が受講している（図

表３）。 

 経営理念や戦略の共有に加え、関連事業に関する個別レクチャ―や日本文化

の体験、研修を通じて得た学びに基づくプレゼンなどを行なう。従来はすべて

英語で実施していたが、2009 年からは中国地区の幹部を対象とした中国語版を

スタートし、毎年実施している。さらに 2010 年からは、生産拠点として急拡大

したベトナムにおいて新しいマネジメントが数多く輩出されてきていることか

ら、英語によるベトナム版も開催している。開始当初はインセンティブやリテ

ンションの意味合いの強いセミナーであったが、最近は、経営理念やビジョン

を共有する場として重視し、内容の充実を図っている。 

 

図表３ 東京セミナーの模様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



63 

 

６．株式会社資生堂 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．社員満足度調査の結果から明らかになったマネジメントの課題とその対応 

 資生堂は、2006 年に実施した社員満足度調査の結果について、他企業と比較

したところ、事業の将来性など会社に対する満足度は非常に高かったものの、

上司に関するものは低いという結果となった。とくに、①上司にもっと仕事を

具体的に把握して欲しい、②面談などでキャリアに関するアドバイスがほしい

といった２つの意見が多く挙げられるなど、管理職層のマネジメント力不足が

明らかとなった。 

 そこで、マネジャークラスのマネジメント力強化を目的として、管理職に求

める人材像の明確化を図るとともに、その育成に向けた研修に取り組んだ。具

体的には、「美意識」「自立性」「変革力」「人を育て組織を動かす力」の４要素

を備えた「人を育てるリーダー」の育成に向けて、2006 年度から３年間かけて、

部下を持つ全マネジャー1,100 人を対象とした研修を実施した（図表１）。 

 

図表１ 資生堂の管理職に求める人材像 

 

 

 

 

 

 

２．「人を育てるリーダー」の育成に向けた研修の実施 

 研修の実施にあたっては、2006 年度は人材育成方針やリーダーとしての意識

など、マネジャーとして必要な知識習得のための「基本編」、2007 年度は「人

を育てるリーダー」への動機づけとスキル習得のための「習得編」、2008 年度

は過去２年間の研修内容を職場で実践するための「実践編」と、各研修の位置

資生堂人として育みたい

能力と感性の指針

＋
人を育て

組織を動かす力

資生堂の

リーダー要件
・美意識・

・自立性・

・変革力・

会社概要 

 創  業：1872 年 

 資 本 金：645 億円  
 事業内容：明治５年の創業以来、化粧品事業を柱に、「美しい生活文化の創造」に 

関わる幅広い領域を事業ドメインとしている。昨今は海外事業展開を 
加速させ、現在 88 の国や地域に進出し、海外売上比率は 40%を超え、 
日本をオリジンとしてアジアを代表するグローバルプレイヤーを目指   
し、世界中のお客さまから愛される企業を目指している。 

 従業員数：約 44,000 名 
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付けを明確にした（図表２）。 

 その中でも、求められるリーダーの資質や役割を全マネジャーで共有し、磨

き直すことを目的として 2007 年度に実施したマネジメント研修は、経営トップ

との対話セッションを柱に「リーダーシップの持論の言語化」と「リーダー像

の明確化」に、特に力を入れた。 

 

図表２ マネジャー研修の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）経営トップとの対話セッションによる「リーダーシップの持論の言語化」 

 同社では、「人を育てるリーダー」の育成を組織風土として根付かせるため

には、マネジャー一人ひとりが人を育てることの重要性を自らの言葉で後継者

に伝え、次のリーダーを育成していくこと、即ち「リーダーシップの連鎖」が

必要だと考えている。 

 そのための取り組みとして、社長をはじめ経営トップが研修に参加し、研修

の受講者であるミドルマネジャーとの対話を行なっている。経営トップは、自

分のキャリアを振り返りながら、一皮むけた経験や、自分が最も影響を受けた

リーダーなどについて語るとともに、リーダーに求められることは「人を育て

ること」であり、社長は次の社長を、役員は次に役員になる人間をというよう

に、自分の後継者を育成することの重要性を熱く語る。こうした対話を通じて

人を育てるリーダーシップの重要性を徹底的に共有することによって、受講し

たミドルマネジャーには、経営トップの話を自分ごととして落とし込み、自ら

の問題として深く受け止め、自分の言葉で人材育成やリーダーシップを語れる

２００６年度

「資生堂『共育』宣言」を受け、グループ全体としての人材育成方針を

案内するとともに、「人を育てるリーダー」の意識付けを図る

２００７年度

資生堂の求めるリーダー像への動機付けと、自己変革に向けたスキル

を醸成（リーダーシップ持論、部下とのコミュニケーション）

２００８年度

過去２年間で習得したマインド、スキルを職場において実践するとともに、

社内における改革の重要性を語り、変革を推進できるリーダー
への進化をサポート

基
本
編

習
得
編

実
践
編

◆人を育て組織を動かすリーダーシップ力の向上
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ようにすることが求められる。これを「リーダーシップの持論の言語化」と表

現している。 

 

（２）求められるリーダーの特徴の明確化と共有 

また、自社が求めるリーダー像を明確にし、マネジャー間で共有するために、

全社員に対して「自社のリーダーとして称賛される特質」に関するアンケート

を実施した。この調査結果から、同社の社員が「思いやり」や「信頼」といっ

たことを強くリーダーに求めていることが明らかになった。この研修を通じて、

自社のリーダーに求められる資質として、「信頼」と「喜んでついていく」

（Credibility & Willingly follow）という２つのキーワードを共有化するこ

とができた。ちなみに、これらのキーワードには、「信頼されるリーダーであろ

う」「ポジションではなく、人間としてついていきたいという人間性をともなっ

たリーダーになろう」という意味が込められている。 

  

３．研修の評価 

 研修の効果を定量的に測ることは非常に難しいが、一つの指標として管理職

の 360 度評価の結果を見ると、マネジメント研修を始めた 2006 年以降は平均点

が年々上昇している。その中でも「職務倫理」や「美意識」に関する項目は向

上していることから、マネジャーが人間的に成長している結果だと評価してい

る。また、社員の満足度調査の結果では、人材育成に関する項目が研修の前後

で高まっていることが認められた。 

上司と部下との面談において話し合われた内容に関する労働組合の調査結果

を見ても、人材育成に関する話し合いの実施状況は、2006 年では５割以下にと

どまっていたが、2009 年以降では７割を超えるなど、マネジャーの人材育成に

関する意識は着実に向上していると、同社人事部はみている。 

しかしながら、このミドルマネジメントの問題は永遠の人事課題であること

から、同社は継続課題として、現在に至るまで、さまざまな角度で、強化と支

援に努めている。 
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７．全日本空輸株式会社 

 

 

 

 

 

 

 全日本空輸は、主に間接部門を対象に、「年間ピーク・オフ・チェック確認表」

と「月間労働時間管理表」を活用した労働時間の徹底を通じたメリハリのある

働き方の追求と、各職場の業務遂行を側面支援するサポートデスクの設置やワ

ークルールの徹底などによって、全社で効率的な働き方の推進に取り組んでい

る。 

 

１．労働時間管理の徹底等によるメリハリのある働き方の追求 

（１）年間ピーク・オフ・チェック確認表 

 年間ピーク・オフ・チェック確認表とは、管理職と部下が月ごとの業務の繁

閑を見える化し、実態を共有しながらメリハリのある働き方を実現していくた

めの支援ツールであり、2010 年から導入している（【第１部】報告書編 21 頁の

図表 11 参照）。 

 部下は、月ごとの業務の繁閑状況を、「ピーク」「オフ」「通常」に分けて記載

する。ピーク時の業務に関しては、具体的にどのような業務により忙しいのか

を明確に記入する。ピーク・オフの状況を考慮しつつ、年間の計画的有給休暇

の取得目標値についても設定する。 

 管理職は、部下が作成したシートを通じて、月ごとの業務のピーク・オフの

状況や、ピーク時の業務内容、有給休暇や特別休暇の取得状況などを把握する。

部下との間で現状認識にギャップがある場合には、徹底的な話し合いを通じて

認識を擦り合わせていく。 

  

（２）月間労働時間管理表 

 月間労働時間管理表は、年間ピーク・オフ・チェック確認表の月次版と言え

るものである（図表１）。ツールの利用方法は、基本的に年間版と同じである。

月末に、日常業務の状況に忚じて「ピーク」「オフ」「通常」に分けて翌月の予

定を記載していく。年間版との違いは、有給休暇の年間取得目標の日数や実績

値、時間外労働についてより詳細に記載していく点にある。  

会社概要 

 設  立：1952 年 12 月 27 日 

 資 本 金：2,313 億円 

 事業内容：定期航空運送事業、不定期航空運送事業、航空機使用事業、その他  

                                 附帯事業 

 従業員数：13,142 人 
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図表１ 月間労働時間管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理職と部下は、このツールを通じて月間のピーク時の業務内容を詳細に共

有し、業務量の調整の可能性や業務の山谷の見直しについて話し合う。オフの

時には、所定労働時間を縮めることや、早く帰宅することができないかなどを

部下と一緒に検討し、メリハリのある働き方を追及していく。 

 また、年間で計画した有給休暇の取得状況も確認し、達成できていないよう

であれば、取得を促していく。時間外労働に関しては、当日までに実施しなけ

ればならない業務なのかどうかなど、時間外労働の発生理由や、その予定時刻

などを部下と確認する。 

 

（３）導入理由 

 両シートには「確認」や「管理」という言葉が使われているため、労働時間

管理のための取り組みという印象を持たれがちであるが、同社が最も重視して

いることは、管理職と部下のコミュニケーションの促進である。 

 業務が多忙になると、部下の仕事を精緻に把握しなくなり、任せきりになっ

てしまうことは多い。そのことが業務効率化の妨げや時間外労働の原因にもな

月間労働時間管理表 　　　　　　年　　　　月分 組織長 担当 本人

所属 社番 氏名
勤務承認

管理職

有給休暇　年間取得目標　 日 前月までの有給休暇取得日数（実績） 日 今月の有給休暇取得予定日数 　日

前月までの時間外労働時間実績（年間） 時間 特別休日　必要取得日数 　日

確認印 本人印： 上司印 ： ←　予定確認後押印

実施日 ピーク 通常 オフ
計画
有休

特別
休日

フレックス予定勤務時間
（9時～18時は記入不要）

時間外実施予定時間帯
業務内容

（特別条項適用項目）
本人印 上司印 時間外実施時間帯

対象外時間
（業務ではない時間）

対象外事由

コード 時間外労働実績
特別条項

適用有無 時間外月間累計 特別条項月間累計
ＫＷｉＮ

入力
本人印 上司印

1 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

2 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

3 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

4 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

5 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

6 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

7 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

8 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

9 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

10 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

11 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

12 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

13 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

14 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

15 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

16 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

17 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

18 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

19 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

20 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

21 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

22 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

23 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

24 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

25 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

26 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

27 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

28 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

29 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

30 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

31 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　：　　　～　　　：　 　　時間　　　　分 　時間　　　　分 □適用 　時間　　　　分 　時間　　　　分 □

月間時間外累計 時間　　分 ⇒　翌月の管理表へ記載

　対象外事由コード　－　１：食事・休憩、２：私的外出、３：私的作業、４：私的勉強会、５：組合活動、６：その他（６の場合、内容を明記のこと）

実績確認

月間予定 （前月末までに記載（該当に○、もしくは時間を記載））
時間外労働指示or労働時間延長・短縮

（原則として当日１７：００まで、休日勤務は前日１７：００まで）

実績承認　（所定労働時間短縮時はマイナスで記入）
（原則当日現認、やむを得ない場合は翌日１０：００までに確認。翌日承認する際は、メール発信記録、ファイル更新記録などをチェックすること）
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ることから、同社は、最低でも月に１度は管理職が部下と真剣に向き合う場を

設けることが重要であると考え、制度の導入に踏み切った。ちなみに、同社の

グループ企業であるＡＮＡセールスの営業部門では、週単位で取り組んでいる。 

 導入当初は、負荷の増大につながるとの声もあったが、実際に取り組みを進

めていく中で自然に定着するとともに、「自分が思っていた以上に部下と話を

していなかったことに気づいた」といった感想も聞かれるようになるなど、一

定の効果はあったと同社は認識している。 

 現在はいずれも紙ベースでの取り組みとなっているが、将来的にはイントラ

ネット上で同制度を利用できるような環境を整備していく予定としている。 

  

２．効率的な働き方の追求に向けた取り組み 

 2011 年６月からは、効率的な働き方の追求に向けたさまざまな取り組みも実

施している（図表２）。 

 

図表２ 効率的な働き方に向けた取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）Ｃ２サポートデスクの設置 

 働き方改革・労働時間意識の向上のための施策として設置したのが、各職場

の業務効率を高めるための作業方法などをアドバイスする「Ｃ２サポートデス

ク」である。Ｃ２とは、コミュニケーションとコラボレーションの略で、ＩＴ

を通じて職場のＣ２をサポートしていくという意味が込められている。 

 例えば、時間と労力を要する大量のデータ打ち込み作業がある場合に、サポ

項目 実施内容 実施詳細

働き方改革・
労働時間意
識の向上

Ｃ2サポートデスクの活用

●時間と労力を要するデータ処理、定型作業の効率化をバックアップするＣ2サポート
デスク（IT関連部署）を最大限活用する。
・複雑なＥＸＣＥＬやマクロツールの作成を依頼し、データ処理、定型作業の効率化を図る。
・社内ツールを軸としたソリューションを提案（最適な作業のアドバイス）。

一斉消灯（電力削減）
●一斉消灯により、早期退社の意識付けを行い、予定勤務時間内の業務終了を促進する。

・徹底したノー残業デーを推進するとともに、業務改革に向けた環境整備を行なう。
・具体的には、「毎日19：00消灯」など（事業所ごとに設定）を実施する。

ワークルール
の徹底

業務依頼・発信ルール
●他部署への依頼メールは、後工程を充分意識した上で、十分な期日を確保し依頼する。
●緊急の依頼の場合は、メールと共に、必ず電話にて直接依頼することを心掛ける。

MAIL送信ルール

●受信者の時間外労働に繫がらない工夫をする（ムダを省き、メール処理の時間を短くする）。

・就業時間外のメールは翌日扱い（受信者側も緊急性のものを除き対応しない）。
・送信先は必要最小限に留める（CCの乱用を避ける）。
・メールの目的を件名の冒頭に記載（例 【依頼】【質問】【返信不要】【至急】 などを記載）。
・本文は簡潔な内容を心掛け、作成時間や確認時間を最小限にする。
・最後に部署名、氏名、電話番号の記載を徹底する（電話番号検索時間の抑制）。

会議改革

●最低限の運用ルールを設定し、会議に対する意識変革を実施する。
※なお既に事業所で徹底している場合は、その運用に基づいたルールの再徹底を図る。
・時間厳守：開始時間の厳守、5分前終了（終了時刻を厳格、次のスケジュール予定を確保）。
・設定時間：1時間～1時間30分での設定、17時以降の会議を設定しない。
・会議資料：資料の簡素化（2in1）、アジェンダ事前配布、議案書・議事録配布し共有する。
・省力化 ： 出席人数の厳選。招集・配布資料はKWIN機能より実施徹底。



69 

 

ートデスクに相談すると、数値を入力するだけで自動的に計算される表計算ツ

ールの作成や既存の社内ツールを活用した効率的な作業方法などの提案を受

けることができる。設置後、約１年経過するが、多くの問い合わせ・依頼が寄

せられ、業務改善につながる事例が多数出ている。 

  

（２）ワークルールの徹底 

 業務効率化に向けた施策に関しては、①業務依頼、②メール送信、③会議運

営に関するルールを設定している。 

 「業務依頼・発信ルール」に関しては、「他部署への依頼メールを送信する

際には後工程を意識した上で十分な期日を確保して依頼する」ことや、「緊急

の依頼の場合は、メールとともに必ず電話でも直接依頼する」といったことを

心がけるよう呼び掛けている。 

 「メール送信ルール」に関しては、受信者の時間外労働に結び付かないよう

に「就業時間外のメールは緊急性のものを除き翌日扱いする」ことや、「送信

先は必要最小限に留め、ＣＣの乱用は避ける」といった配慮を求めている。 

 「会議運営」に関しては、最低限守る運営ルールとして、「開始時間と終了

時間（原則５分前終了）の厳守」や「短い時間での開催」「17 時以降、会議の

原則禁止」といった時間に関するもの、「資料の簡素化」「議題の事前送付」と

いった会議資料に関するものなどを設定している。 

 以上の各ルールは、あくまで同社における基本となるものであり、実際には、

各事業所が現場の実態を踏まえながら、社員が自ら工夫して取り組んでいる。 
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８．東京ガス株式会社 

 

 

 

 

 

 

１．外部環境の変化への対応～ワークスタイル改革の推進～ 

 将来的な人口・世帯数の減尐にともなう市場の縮小、オール電化の普及など

による市場の競合激化に加えて、環境への対忚が事業継続の必要条件になると

いった外部環境の変化に対忚するためには、①生産性の向上を通じた既存事業

の効率的な遂行、②新規事業・戦略事業への経営資源の投入が不可欠との判断

から、東京ガスは 2010 年からワークスタイル改革（以下、ＷＳ改革）と称する

全社レベルの業務改革に取り組んでいる。 

 ＷＳ改革とは、①業務の見直し（効率的に成果を出すためのスクラップ＆ビ

ルド）、②働き方の見直し（一人ひとりが効果的にアウトプットを出せる環境整

備と個々人のスキル向上）を進めることで、組織としての既存業務の生産性の

向上を図り、環境変化に柔軟に対忚できる企業体質へと進化・発展させること

を目的とした取り組みである（図表１）。ＷＳ改革の推進にあたっては、全社共

通の「ＷＳ改革ガイドライン」を作成するとともに、部門別の「ＷＳ改革アク

ションプラン」を策定している。 

 

図表１ ＷＳ改革の全体イメージ（2010 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社概要 

 創  立 ：1885 年 10 月 1 日 

 資 本 金 ：1,418 億 4,400 万円 

 事業内容 ：ガスの製造・供給および販売/ガス機器の製作・販売およびこれに 

                 関連する工事/ガス工事/エネルギーサービス/電力 

 従業員数 ：7,700 人（2011 年３月 31 日現在） 

③

・ 一人ひとりが効果的にアウト
プットを出せる環境整備

・ 個々人のスキル向上

②働き方の見直し

・効率的に成果を出すための「業
務のスクラップ＆ビルド」

①業務の見直し

×

組織としての「既存業務の生産性向上」

ＷＳ改革の成果

新規・戦略分野への経営資
源（主に人）シフト

個々人の成長機会

さ
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る
好
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２．ＷＳ改革ガイドライン 

 ＷＳ改革ガイドラインは、ＷＳ改革に資するさまざまな取り組みのうち、全

社統一的に取り組むべきテーマについて、具体的な活動内容をガイドラインと

して取りまとめたものであり、同社では「虎の巻」と呼んでいる。 

 ＷＳ改革を実践するにあたっては、ⅰ）お客様にご迷惑をおかけしていない

か、ⅱ）ミッションを実現するために必要な仕事ではないか、ⅲ）職場や他部

署のメンバーの業務や手間が増していないか、といった点に気をつけることで、

改善することが目的にならないように注意を促している。 

 主なテーマと内容は図表２のとおりである。 

 

図表２ ＷＳ改革ガイドライン（虎の巻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ＷＳ改革アクションプラン 

 ＷＳ改革アクションプランは、ＷＳ改革推進事務局が用意した全社共通のフ

ォーマットを用いて、各職場が実態を踏まえながら策定するものである。策定

する際の視点として、①ＷＳ改革に対する意識の徹底と浸透、②既存業務の見

直しと優先順位付け、③ＷＳ改革ガイドラインに基づく取り組み、④部門独自

の取り組みの４点を設定している。 

 図表３は、同社の人事部が 2010 年度に策定したアクションプランの一部であ

る。取り組みの成果を実感しやすいように、削減された時間を明記する工夫を

している。 

 

テーマ 具体的な活動（例示）

①資料の作成と効率化
・資料の全体構成と標準化
・資料作成プロセスの効率化

②資料の保管と活用
・ナレッジの重要性
・保管ルールの策定
・検索ツールの導入（今後）

③会議・打合せ
・会議、打合せのルール設定と運用
・会議、打合せのファシリテーション
・会議、打合せのＩＴによる効率化

④時間管理の徹底
・労働時間に関するルールの徹底
・計画的な業務の遂行
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図表３ 人事部が 2010 年度に作成したアクションプラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．ＷＳ改革の成果 

 同社は、2010 年からＷＳ改革に着手しているが、これまでの取り組みを通じ

て、従業員にＷＳ改革を取り組む背景や必要性は十分に理解・浸透したと評価

している。一方で、社員一人ひとりが必ずしもＷＳ改革の取り組みの成果を実

感できているわけではなく、業務内容や特性によっては改革を徹底できていな

いところもあると分析している。 

 そこで、2011 年度は、「職場の一人ひとりにまでＷＳ改革の本来の目的を浸

透させ、個々人および職場が仕事の見直しや生産性の向上に資する活動を自発

的かつ前向きに実施する『シゴト・ダイ・エット』活動を展開する」というＷ

Ｓ改革基本方針を打ち出している。 

 具体的には、職場レベルでわかりやすいアクションプランの設定に注力し、

職場懇談会等の場を通じて、ＷＳ改革の意義・目的の継続的な確認や個人・職

場レベルの活動の促進を推進していくとしている。さらに、ＷＳ改革推進事務

局は、ＷＳ改革に資する社内外の先進的な取り組みを共有化するとともに、職

場環境（ＩＴ環境等）のあり方を検討し、必要に忚じて実施していくとしてい

る。 

 

取り組みの詳細

■Before（従来のやり方） ■After（改善実施後の姿）

見込まれる成果の考え方

■「持株残高のお知らせ」
毎年1回紙で発行及び
各部所への送付

■「配当金支払証明書」
毎年1回社便で各部所へ送付

■「紙」での発行と各部所への配付
を廃止し、イントラ掲載にした。

■部所経由の配付を廃止し、直接
本人へ自宅郵送にした。

■約200箇所×2回/送付回数×10分/回 ＝66.6時間
■担当者の配布業務の削減 ＝ 56時間

(持株残高：8h×2日×1人、配当金:8h×5日×1人）
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９．トヨタ自動車株式会社 

 

 

 

 

 

１．人材育成の二つの課題 ～職場のＯＪＴの再強化とグローバル化への対応 

 1989 年、トヨタ自動車は事務・技術系職場において、意思決定の迅速化と一

人ひとりがさらなる創造性と専門性を発揮できる職場づくりを狙いとする「組

織・人事制度のフラット化」を実施した。 

 組織の見直しとして、従来、部を構成していた課を大括りに統合した室に再

編成して課長ポストを削減。室の中は、従来の係を廃し、グループという単位

に置き換え、人事機能の許可なしに部長の権限で随時改廃できるよう組織運営

を柔軟にした。従来、部長の下に、次長、課長、副課長、係長というように重

層化していた管理者は室長とグループ長のみに簡素化された。グループ長は管

理に専念するのではなく自らも実務をもつ一人二役とされたため、当初はあえ

てグループの長（マネージャー）ではなくリーダーという呼称が用いられた。

グループ長のもとでメンバーは、かつての管理職、ベテランメンバー、中堅メ

ンバー、若手メンバーといったピラミッド型のレポートラインから解放され、

一人ひとりが経験にかかわらずフラットな立場でスペシャリストとして専門性

と創造性を発揮する役割となった。部長の下でマネジメントする役割は室長と

グループ長だけに限定され、わけてもメンバー全員を直接的に指導するグルー

プ長は一般的に 10 名から時には 20 名をこえるメンバーをもつこともあり、負

荷が集中しがちであったため、きめ細かい部下指導に十分な時間がとれないと

いった職場の声も多かった。 

 「フラット化」にともない全社的な研修体系にも大きな変更があった。従来、

昇格するごとに全員が研修を受講することで問題解決能力、後輩指導力、管理

能力といった基本を繰り返し学ぶ機会があった。「フラット化」以降、そうした

基本は、入社４年を過ぎ中堅社員になった後は職場におけるＯＪＴの中で専門

知識・技術とともに修得していけば十分と考えられ、全社研修は次第に簡素化

されていった。 

 新たな体制、職場環境の中で、一人ひとりが専門的な仕事の成果をあげる一

方で、従来であれば管理者がベテランメンバーを指導し、ベテランが中堅を、

中堅が若手を指導するというように、あらゆるレベルで当たり前に行なわれて

会社概要 

 設  立：1937 年８月 28 日 

 資 本 金：3,970 億 5,000 万円（2011 年３月末現在） 

 事業内容：自動車の生産・販売 

 従業員数：317,716 人（2011 年３月末現在、連結ベース） 
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いた同社の最大の強みである「日々の仕事の中で一人ひとりが人を育てる」と

いう風土が希薄化していった。  

 一方で、同社は 1990 年代に海外生産を本格化させていたが、2000 年代に入

り、その拡大ペースは急激に加速しつつあった。急拡大する海外での事業の中

核を担う人材、グローバルなオペレーションをマネジメントできるグローバル

人材は年々逼迫しており、どう対処するかは同社にとって、もう一つの人材育

成上の大きな課題であった。 

これらの課題に直面した同社は、経営トップの強力なリーダーシップのもと、

「2001 年を人材育成元年とする」ことを国内外に宣言し、「人材育成」は同社

の会社方針の最重要事項として取り組まれることになった。 

 2001 年に発表された「トヨタウェイ 2001」は、世界中のトヨタのメンバーが

共有すべき価値観を明文化したものであり、それはすなわちトヨタの人材育成

の方向性を指し示すものであった。 

 

２．トヨタインスティテュートの設立と研修体系の見直し 

 同社は 2002 年に、人材開発部から研修機能を分離・独立させた「トヨタイン

スティテュート」を社内に設立した。トヨタインスティテュートは、「トヨタウ

ェイを理解・実践できる人材を世界中で育成すること」を使命とした、いわゆ

る企業内大学である。学長には歴代のトヨタ自動車の社長が就任し、講師は同

社のトップをはじめとする役員および管理職、社内トレーナー、外部コンサル

タント、大学教授等が務めている。 

 2003 年には、海外からの研修生のための研修施設として、新たに静岡県に「グ

ローバルラーニングセンター」を完成させた。活動内容は研修の企画・実施で

あり、対象は①日本人か外国人かを問わず（本社採用か現地採用かを問わず）

海外事業体の経営やトヨタ自動車の部長以上のポジションを将来的に担うこと

ができる幹部人材候補、②トヨタ自動車の事務・技術系社員（含む管理職）、③

海外事業体の社員である。 

 図表１は、トヨタインスティテュートの研修体系である。左側のグローバル

コンテンツは、国籍や所属する会社に関係なく世界中のトヨタの組織で働く上

で必ず知っておかなければならないもので、「トヨタウェイ教育」やトヨタ自動

車流の問題解決である「ＴＢＰ（トヨタ・ビジネス・プラクティス）」、トヨタ

自動車流のＯＪＴのやり方を身に付ける「ＯＪＤ（オン・ザ・ジョブ・ディベ

ロップメント）」の３つからなる。また、中央のグローバル人材育成は、基幹職

1 級相当の人材を育成するためのＥＤＰ（基幹職２級相当向け）やＬＤＰ（基
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幹職３級相当向け）などの選抜型研修であり、右側の階層別研修は、新たに部

長、室長、グループ長というポスト長をアサインされた新任役職者全員向けの

役割研修と、同資格の社員全員が受講する資格別研修である。各研修の概要は

図表２のとおりである。 

 

図表１ トヨタインスティテュートの教育体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ ミドルマネジメント研修の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修名 内容

ＥＤＰ
（エグゼク
ティブ・ディベ
ロップメント・
プログラム）

【ねらい】
①グローバルトヨタ経営人材の育成
②グローバルネットワーク（人脈）の構築
【日本開催研修カリキュラム】
・トヨタウェイ、トヨタグローバルビジョンの理解深化（①役員講話、②施設見学、③車両走行体験）
・チームプロジェクト活動（①現地調査、②テーマ案報告）
・副社長へのチームプロジェクト提案

ＬＤＰ
（リーダー
シップ・ディ
ベロップメン
ト・プログラ
ム）

【ねらい】
①グローバルトヨタ経営人材の早期育成
②グローバルネットワーク（人脈）の構築
【日本開催研修プログラム】
・トヨタウェイ、トヨタ各機能の理解（①役員講話、②施設見学、③各機能による講義）
・リーダーシップ強化（ケーススタディ）
・個人プロジェクト活動（①現地調査、②トヨタ自動車サポーターとの討議、③室長への対策案報告）

新任室長
研修

【ねらい】
①室長の役割認識（「経営と実務をつなぐ」「職場の風土づくり」）
②自職場のマネジメント課題の問題解決力向上
【集合研修カリキュラム】
・考課者訓練
・室長の役割説明（①基本的な役割、②コンプライアンス、③室長への期待（役員講話））
・トヨタのマネジメント（ビジョン策定に重点）
・職場マネジメント実践力強化（①室長としてのリーダーシップ、②職場課題に関する受講者間での討議）

新任グルー
プ長研修

【ねらい】
①グループ長の役割認識（現場と人材育成の責任者）
②自職場のマネジメント課題の問題解決力向上
【集合研修カリキュラム】
・グループ長の役割説明（①基本的な役割、②コンプライアンス、③安全・健康、④経理処理
・トヨタのマネジメント（方針管理と日常管理に重点）
・職場マネジメント実践力強化（①ケーススタディ、②ＯＪＴの基礎知識、③コーチング、④女性活躍推進、⑤メ
ンタルヘルス）

国
内
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ル
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Ｂ
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ヨ
タ
の
問
題
解
決
）

ト
ヨ
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育

Ｏ
Ｊ
Ｄ
（ト
ヨ
タ
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

新任部長研修

ＥＤＰ（推薦）

ＬＤＰ（推薦）
若手基幹職

3級研修（推薦）

新
任
室
長
研
修

新
任
グ
ル
ー
プ
長
研
修

中堅主任職研修

入社８年目研修

入社４年目研修

入社１・２年目研修

海外事業体

グローバルコンテンツ グローバル人材育成 階層別研修

トヨタ自動車

基幹職１級

基幹職２級

基幹職３級

主任職

新入社員～

若手・中堅社員
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３．「組織の小集団化」の導入 

同社は事務・技術系職場において、2007 年に「組織の小集団化」を導入した

（図表３）。目指す職場体制は、グループ長を中心とし「先輩・後輩の強い絆で

結ばれた小集団」の集合体である。グループ長の下にそれぞれ５人程度のメン

バーからなる複数の小集団（チーム）を設け、各チームのリーダーを各職場の

裁量で自由に任命できることにした。最も多いのは主任クラス（係長相当）で

あるが、課長レベルのリーダーもいれば 20 代の若いリーダーもおり、どのリー

ダーもチーム全体の仕事の管理とメンバーの指導・育成に責任を持つという役

割は共通である。小集団の中で、リーダーはもちろん後輩をもつメンバーは、

後輩に対して業務の目標提示・進捗管理ときめ細かなＯＪＴを実施する。後輩

たちは「自ら考え、実行する」という責任感をもち、リーダーや先輩の教えを

最大限に吸収し一日も早く一人前になるよう研鑽を積む。このような職場全体

で「教え教えられる」風土の再構築への取り組みが進んでいる。 

 リーダーには当然ながら管理の基礎知識・スキルが必要となる。同社は中堅

の主任職であればいつリーダーに任命されてもおかしくないという職場の実情

を踏まえて、2010 年から昇格３年目の中堅主任職全員を対象に、管理の基礎を

教える研修を新設した。  

 なお、リーダーは、自ら担当業務をもつプレイングリーダーであることが一

般的であるが、職場によっては仕事の管理とメンバー指導に専念させているケ

ースもある。 

 

図表３ 組織体系 

部

室

グループ

部長

室長

グループ長

室長

グループ長

小集団リーダー 小集団リーダー

グループ長
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社員と会社は『仕事』を通じて貢献/処遇し、ともに『成長』する

１．全てのＪＴグループ社員に成長の機会を提供します。
２．透明性の高いルール／基準を策定します。
３．公正な処遇を行います。
４．多様性を尊重し、人財を広く求めます。

人財マネジメントの基本方針

仕事
社　員 会　社

貢献

処遇

場の提供／会社の成長

場への挑戦／社員の成長

人事制度の基本コンセプト

10．日本たばこ産業株式会社 

 

 

 

 

 

１．ミドルマネジメント層の強化に向けた取り組み 

 日本たばこ産業は、長期的な環境変化に対忚するために「守り」から「攻め」

への体質転換を図っていくにあたり、成長し続ける企業体質・組織風土の構築

と、それを実現できる人財の育成・確保が必要であるとの認識のもと、2006 年

４月に人事制度全般について見直しを行なった。 

新人事制度の基本コンセプトである「社員と会社は『仕事』を通じて貢献／

処遇し、ともに『成長』する」を実践するため、ミドルマネジメント層のマネ

ジメント力強化を最重要課題の一つと位置付け、これまでの新任マネジメント

向けの「新任マネジメント研修」の内容の充実に加え、既任マネジメントに対

する知識・スキルの棚卸しと習得の機会として「リーダー研修」を実施するな

ど、ミドルマネジメント層の強化に注力している（図表１）。 

 

図表１ 人財マネジメントの基本方針／人事制度の基本コンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社概要 

 創  業：1985 年 

 資 本 金：1,000 億円  

 事業内容：たばこ、医薬、食品を柱とした企業価値増大に向けた事業 

 従業員数：8,928 人（2011 年３月 31 日現在、単体） 
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【session１】新人事制度の背景、考え方の共有

【session２】部下のキャリアプランニングを支援

【session３】リーダーとしてのマインドのブラッシュアップ

リーダー研修プログラム

２．ミドルマネジメント層に対する研修 

（１）既任マネジメントに対する「リーダー研修」 

 2005 年度から新設した既任マネジャーに対する「リーダー研修」は、２期（第

１期：2005～2006 年度、第２期：2007～2009 年度）に分けて実施した。 

 

①新人事制度への理解促進・徹底とコーチングスキルの付与〈第１期〉 

 第１期では、2006 年度に人事制度の抜本的な変更が予定されていたことか

ら、新人事制度の理解促進に主眼を置いた研修を実施した（図表２）。 

 

図表２ リーダー研修プログラム 

②マネジメント力のさらなる強化に向けた取り組み〈第２期〉 

 第２期では、マネジメント力のさらなる強化に向けた研修を実施した。第

１期においても、部下とのコミュニケーションスキルの向上に向けてコーチ

ング研修を導入したが、さらに充実させるために、新たにソーシャルスタイ

ル研修を導入した。 

 ソーシャルスタイル研修は、人を４つのスタイルに分類した上で、各スタ

イルの善し悪しではなく、それぞれが持つ考え方や行動の傾向、強み・弱み

を学ぶとともに、自分自身や部下のソーシャルスタイルを知ることによって、

部下一人ひとりに合わせた的確なコミュニケーション方法を学ぶことを目的

としている。タイプの分類がわかりやすいことに加え、部下の行動観察やＯ

ＪＴ面談、評価結果のフィードバック、キャリア支援などのさまざまな場面

で活用できることから、受講者からも実用性が高いとの評価を受けている。 

 

（２）新任マネジメントに対する「新任マネジメント研修」 

新しく任用されたマネジャーに対する研修として、労務管理や評価制度をは

じめとするマネジメントとしての必要な知識・スキルの付与を目的に、「新任マ

ネジメント研修」を実施している（図表３）。同研修は、研修効果を高めるため、

全カリキュラムを Step１～３の３つに分け、それぞれの Step を１ヵ月程度の

期間を空けながら段階的に実施している。 
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図表３ 新任マネジメント研修プログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

Step１では、マネジメント任用後すぐに必要となる基本的な知識の習得を目

指し、労務管理や評価制度に関する講義を実施するほか、実際に職場で想定さ

れるケースをもとに面談に即したロールプレイングに多くの時間を割くなど、

各職場で活用しやすい内容となるよう設計している。 

Step２は、各職場で実際にマネジメントを一定期間行なった上で、自身の知

識・スキル不足を実感し習得の必要性を十分に認識してから受講することが、

研修効果を一層高めるという考えのもと、Step１を受講した１ヵ月後に実施し

ている。 

最終となる Step３は、任用後３ヵ月後を目途に実施し、各職場で起きる事象

にマネジメントとして適切な対忚がとれるよう、危機管理やコンプライアンス、

メンタルヘルス等に関する知識を付与している。 

さらに、「新任マネジメント研修」終了後も、マネジメント力・コミュニケー

ション力のさらなる向上が必要との認識から、フォローアップ研修として①コ

ーチング、②ソーシャルスタイル、③カウンセリングマインド、④モチベーシ

ョンマネジメントの４つのコミュニケーションに関する研修を新任マネジメン

ト研修のプログラムに追加し、それぞれのプログラムをマネジメント登用後４

年以内に受講することを義務付けている。その際は、主体的な取り組みを尊重

する観点から、受講のタイミングは各自の業務スケジュールやスキル習得の優

先度などを踏まえて本人が決定することとしている。 

 

３．ミドルマネジメント層を通じたミッション・WAY の浸透 

同社では、長期的に目指す企業像を「JT グループならではの多様な価値をお

客様に提供するグローバル成長企業」と位置付け、その実現に向けて「JT グル

ープミッション」と、行動指針としての「JT グループ WAY」を策定している。 

近年の事業をとりまく大きな環境変化に対忚し、さらなる成長を図るために

【STEP１】人事制度や労務管理、目標管理制度、評価制度に関する知識の習得

【STEP２】コーチングや傾聴スキルなどコミュニケーションスキルの習得、
　　　　　部下のキャリアマネジメントの重要性の理解促進

【STEP３】危機管理やコンプライアンス、メンタルヘルスに関する知識の習得、
　　　　　会社のミッションやＷＡＹに対する理解促進

新任マネジメント研修プログラム
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　　　私たちJTグループの使命。
　　　それは、自然・社会・人間の多様性に価値を認め、
　　　お客様に信頼される「JTならではのブランド」を
　　　生み出し、育て、高め続けていくこと。

JTグループミッション

　　　そのために、私たち一人ひとりが、
　　　・お客様を第一に考え、誠実に行動します。
　　　・あらゆる品質にこだわり、進化し続けます。
　　　・JTグループの多様な力を結集します。

JTグループWAY

は、JT グループのすべての社員がこのミッションと WAY を共有し、変化に挑み

続けていくことが重要と考えており、かつ「JT グループ WAY」を日常業務の中

で実践していくためには、各職場でのマネジメントの果たす役割が重要である

と認識している。 

そのため、所属する部門・部署を超えたベストプラクティスの共有や、会社

の成果と社員一人ひとりの誇り・成長感の好循環を築くこと等を目的に、2011

年に国内の JT グループ全社のマネジメント職を対象とした「JT グループ全マ

ネジメントミーティング」を開催した。全国各地より 2,000 人以上のマネジメ

ント職が一堂に会し、職場での行動実践事例の発表・意見交換などを通じてミ

ドルマネジメント同士の啓発を促し、ミッション・WAY の浸透を図っている（図

表４）。 

 

図表４ ＪＴグループミッション／グループＷＡＹ 
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11．日本ヒューレット・パッカード株式会社  

 

 

 

 

 

 

 日本ヒューレット・パッカードは、従業員の自主的・主体的な働き方を推進

することで生産性の向上を実現するために、働く場所や時間の柔軟性が高い職

場環境・勤務制度の整備に積極的に取り組んでいる。 

 

１．フリーアドレス制の導入 

 同社は、2001 年に従業員が固定席（デスク）を持たないフリーアドレス制を

導入した。対象者は、本社オフィスで勤務する７～８割の従業員であり、業務

上一日のうちほとんどを特定の席で仕事をする職種の社員、派遣社員などは対

象外としている。 

 東京都江東区にある８階建ての本社オフィスは、３階から７階まで一般のオ

フィスフロアで、８階はフロア全体が巨大で開放的なカフェテリア（社員食堂）

となっている（図表１）。 

 本社オフィスは無線ＬＡＮが完備され、いたるところに電源用のコンセント

が用意されている。出社した社員は、空いているデスクを見つけ、会社が支給

しているパソコンを開いて業務を開始する。 

 ８階のカフェテリアや屋外のテラスで仕事をすることも可能である。そのた

め、カフェテリアのテーブルは、食事トレイとノートパソコンがストレスなく

置けるように広めのものが設置されている。社員食堂にも関わらず、随所にコ

ピー機やプリンターなども配置されている。 

 カフェテリアには個室もいくつか用意されており、会議もできるように各部

屋にはプロジェクターが完備されていることから、顧客との打合せをする際な

どに好評だという。 

 同社では、異なる部門の社員同士が同じプロジェクトに携わるケースが多い

ため、場所に縛られずに働ける環境を整えることは、社員間のシナジー効果を

高めるうえで効果的だと考えている。 

 

 

会社概要 

 創 業：1963 年 横河・ヒューレット・パッカード設立 

    1995 年 日本ヒューレット・パッカードへ社名変更 

 資 本 金：100 億円 

 事業内容：コンピューターやシステム、周辺機器、ソフトウェアの開発・製造等 

 従業員数 ：5,300 名（2011 年４月現在） 
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図表１ 本社の風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、フェイス・トゥ・フェイスによる直接のコミュニケーションと同様に、

ネットなどを介してスピーディに連絡を取り合えるバーチャルなコミュニケー

ションも重視している。その時々の仕事の状況に忚じて、今日はオフィスで仕

事をした方がいいのか、それともオフィスに来る必要はないのかを自ら考えて

働くことは、同社の人事理念である「自由と自己責任」に基づく自主的・能動

的な働き方の推進につながると判断している。 

 

２．フレックスワークプレイス制度の導入 

 場所や時間のフレキシビリティを高める環境整備として 2007 年 11 月に導入

したのがフレックスワークプレイス制度（以下、ＦＷＰ制度）である。同制度

は、特定の職種を除く全従業員を対象としており、直属の上司の承認を得るこ

とを条件に、月に８日を上限として、自宅や出張席のあるオフィスなど、セキ

ュリティ上の安全を確保した上で、勤務場所以外で働くことができるものであ

る。通勤にともなう時間や体力的な負担を軽減し、時間を効率的に使うことで

従業員の生産性の向上を図ったり、柔軟で先進的な取り組みを導入することで

優秀な人材を確保することなどを目的としている。 
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 担当業務の内容や部下の有無などにより制度の利用のしやすさは異なってく

るが、利用登録者の約８割の従業員が月に１回以上使用している。 

 もっとも、新入社員などは先輩社員について業務を覚えることが優先される

ため、おのずと利用頻度は尐なめになりがちだが、部下を持たないマネジャー

などの利用率は高いという。 

 こうした先進的な取り組みが同社でうまく機能している背景の一つには、フ

リーアドレス制の先行導入が挙げられる。同社の人事本部は、「そもそもフリー

アドレス制により、オフィス内のどこにいても仕事ができるという環境が当た

り前になっており、勤務場所以外で働くことに抵抗感が尐ないことが、制度の

スムーズな導入と定着に果たしている部分は大きい」としている。 

 また、東日本大震災以降、夏の節電対策の一環として、2011 年６月から９月

までの間に限り、特例としてＦＷＰ制度の制限回数を解除したところ、９割以

上の社員が月に１日以上利用したという。同社では、特例期間中に利用した従

業員が、制度の利便性を実感したことにより、利用数の増加につながったので

はないかと分析している。 
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12．パナソニック株式会社 エコソリューションズ社 

 

 

 

 

 

 

１．シゴトダイエットの取り組みの背景 

 パナソニック㈱ エコソリューションズ社は、2008 年４月（※）からシゴト

ダイエットプロジェクトを推進している。同プロジェクトは、仕事の優先順位

を付け、重要度の低い仕事は廃止するとともに、重要度の高い仕事については

シンプル化や標準化といった改善を施すことにより、一人当たりの年間の労働

時間を削減し、その分を新しい仕事や取り組みたいと思っていた仕事、自分へ

の投資に振り分けることを狙いとしている（図表１）。 

 ※当時は、パナソニック電工㈱として推進。 

 

図表１ シゴトダイエットのイメージと活動が目指すもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．推進体制（トップダウンとボトムアップ） 

 プロジェクトの推進にあたっては、副社長・人事担当役員がプロジェクトマ

ネジャーに、執行役員・人事部長がアシスタントプロジェクトマネジャーに就

任することでトップダウンによる推進体制を構築している。そして、事務局と

して４名の専任者と 13 名の兼任者をプロジェクトメンバーに任命している。さ

会社概要 

 設  立：2012 年１月１日 

 資 本 金： － 

 事業内容：照明・配線・配電・住宅設備・環境空質機器の開発・製造・販売、 

およびまるごと事業推進 

 従業員数：46,000 名（2012 年１月現在） 

• シゴトを見直しして時間を創出、たくましい社員・会社を目指す

やめる
シンプル化

標準化
効率化する

1人当たり

２５時間/年

1人当たり

２５時間/年

1人当たり

５０時間/年

（週１時間の効率化）

たくましい
社員・会社

改善
必要

現
状
の
シ
ゴ
ト 改善済

新しい
シゴト

重
要
度
の
高
い
シ
ゴ
ト

重
要
度
の
高
い
シ
ゴ
ト

自己
投資

重要度
低い
シゴト

（目安目標）
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らに、ボトムアップの取り組みを図るために、部・営業所・グループ単位で推

進担当者を置くとともに（合計約 700 名）、労働組合とも積極的に連携している

（図表２）。 

 

図表２ シゴトダイエット推進組織図(2008 年ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ発足当時) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 トップダウンによる取り組みは重要であるが、各職場から提出される提案テ

ーマがプロジェクトのベースになることから、職場レベルの取り組みを最も重

要視している。各職場は、提案テーマ入力フォーム（通称「Before-After シー

ト」）を用いて、２ヵ月に１回のペースで、シゴトダイエットに関わる新規テー

マを１つ提出するとともに、既存の提案テーマの実施状況の振り返りを行なう

（図表３）。 

 

図表３ 提案テーマ入力フォーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パナソニック電工労働組合

推進担当推進担当
事業
人事部

部門

事業部 部・グループ

本部長 事業部長 責任者

プロジェクト
マネジャー

副社長・人事担当役員

プロジェクト

メンバー

（事務局）

専任 ４名

+

他兼任１３名

アシスタント

プロジェクト
マネジャー

執行役員・人事部長

本部・部門

事業部・営業部

部署名

推進担当者

テーマ分類

推進担当主体

記入日

実施後振返り

■Ａｆｔｅｒ （テーマ実施後の姿）■ Ｂｅｆｏｒｅ （従来のやり方）

取組み計画

テーマ名

提案テーマ入力フォーム

人× 時間＝ 人・時間 人× 時間＝ 人・時間

人× 時間＝ 人・時間

Point １
テーマ取組み効果を
“人・時間”で把握

Point ２
テーマ実施後の
振返り実施を徹底

２か月ごとの

シゴトダイエット期間 を実施

シゴトダイエット期間での実施お願い

共通テーマまたは各職場個別テーマ

「継続」，「完了」，「中止」の判断

テーマの実施振返り実施既存

新規テーマを１テーマ提案新規
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３．取り組みの定着に向けた工夫 

 各職場から集まった提案テーマのうち、会議の開催方法や資料作成など、全

社展開できそうなものは共通テーマとして設定し、社内イントラネットの専用

ホームページで共有している。職場から上がってきた提案を大切にして全社展

開することは、自分たちの活動が組織的にフォローされていると感じられ、再

度提出してみようという雰囲気づくりにつながるという。また、「やらされ感」

を生み出さないために、共通テーマを実践するかどうかは各職場の自主的な判

断に委ねている。さらに、取り組みの名称をユニークなものにしたり、親しみ

やすいデザインにするなど遊び心を加えることで、従業員が受け入れやすく、

楽しみながら取り組めるような工夫もしている（図表４、５）。 

 

図表４ 出張者が自由に仕事に使えるスポットオフィスを整備（自由席） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５ 働き方チェンジ（毎週１日定退日） 
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 以上のような取り組みにより、2008 年度から 2010 年度までの累計で総数１

万件の提案テーマが提出され、一人当たり 183 時間の効率化を実現した。従業

員の意識調査結果によると、シゴトダイエットの重要性に対する意識は、ほぼ

100％定着するとともに、約半数の社員が取り組みに「成果があった」と回答し

ている。同社では、これまでの成果を踏まえ、2011 年度以降については、職場

の風土改革活動として継続推進していくとしている。 
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13．富士通株式会社 

 

 

 

 

 

 

１．コーポレートユニバーシティによるミドルマネジャーの育成 

 富士通では、2002 年１月に、業界をリードする高度人材の育成のため、グル

ープ内の人材育成施策を開発・提供するコーポレートユニバーシティとして

「FUJITSU ユニバーシティ」を設立した。FUJITSU ユニバーシティは、30 ヵ国、

約 200 社、約 17 万人の全グループ社員に共通のネットインフラを持っており、

このインフラを活用した e-ラーニングと、集合研修を効果・効率的に組み合わ

せて実施し、グループ内のミドルマネジャーの育成に注力している。 

 

２．マネジャー登用前後の研修の充実 

 同社では、新任マネジャーは必要な要素を段階的に学ばせて成長させるとの

考えに基づき、きめ細かい育成を行なっている。 

 具体的には、マネジャー登用は毎年４月に行なうが、登用後にマネジャーと

しての業務をスムーズに行なえるよう、その候補者に対して、登用前から３種

類の研修を実施している。また、登用後にも４種類を実施するなど、計７種類

の研修によって、必要な知識やスキルを習得させている。その際、知識習得が

中心の場合は e-ラーニングを積極的に活用するなど、研修参加にともなう受講

者の負荷軽減に向けた取り組みを行なっている。 

 なお、本内容は 2010 年度までの体系であり、現在は体系の見直しを行なって

いる。 

 

（１）マネジャーとして最低限必要な知識・スキル付与の取り組み（登用前） 

 まず、登用前年の６月頃から３ヵ月間の「事前研修」を実施している。これ

は、一般的な論理的思考や人事管理・財務管理・マーケティングの知識など、

必要な基礎知識を e-ラーニングで習得させるものであり、最後に確認テストを

行なっている。 

 また、事前研修と並行して、「選抜自己研修」を実施している。これは、その

後の登用試験である「役員・人事面談」でのプレゼンテーションに向けて、候

会社概要 

 創  業：1935 年 

 資 本 金：3,246 億 2,507 万 5,685 円（2011 年３月末現在）  

 事業内容：通信システム、情報処理システムおよび電子デバイスの製造・販売

ならびに これらに関するサービスの提供 

 従業員数：172,000 人（2011 年３月末現在） 
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補者自身が直面する職場の課題に対して、マネジャーとしてどのように取り組

むのかをまとめるものである。役員・人事面談では、選抜自己研修で取りまと

めた内容について、業務全体を俯瞰して課題を捉えているか、解決に向けたア

プローチは間違っていないか、論理的に説明しているか、当事者意識を持って

いるかなどの観点から審査し、登用の可否を決定している。 

 事前研修の確認テストと役員・人事面談に合格した候補者は、12 月１日に、

マネジャーとしての「有資格認定」を受け、その後、実際の登用までの４ヵ月

間を活用して、人材マネジメントの根幹となる人事制度や成果評価の運用など

の習得を目的とした「評価者研修」を受講する。候補者は部署の中心メンバー

であり、年末から年度末の特に忙しい時期の実施となるが、登用後すぐに必要

となる知識やスキルを登用直前に習得させて実践につなげやすいようにするこ

とや、有資格認定後の候補者はマネジャーとしての自覚が芽生え、研修効果が

高いと考えていることから、この時期に研修を実施している（図表１）。 

 

図表１ マネジャー登用前の実施時期（2010 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）効果的なタイミングでの知識・スキル付与の取り組み（登用後） 

 登用後には、①部門別研修、②職場マネジメント研修、③社内制度研修、④

集合研修の４種類の研修を実施している（図表２）。これらの研修は、マネジャ

ーにとって、その知識やスキルが必要になるタイミングを考慮し、適切に付与

できるよう工夫している。 

 ①部門別研修は、マネジャーが職場にスムーズに溶け込めるようにすること

を目的に、登用直後の４月に１日～1.5 日のカリキュラムで設定している。所

属する部門の抱える課題や部門固有の事項を理解させるため、各部門の責任者

の講話やディスカッションを行なっている。 

 ②職場マネジメント研修は、５月頃に１日のカリキュラムで、職場のマネジ

メントに関する知識やルールの習得を目的として、情報セキュリティやコンプ
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ライアンス、メンタルヘルスなどをテーマに、ケーススタディーを活用して実

施している。この研修は、新任マネジャーに限らず、すべての管理職にとって

最低限必要な知識の付与や確認を行なうものであることから、全マネジャーに

対して２年に１回の受講を義務付けている。 

 ③社内制度研修は、職場マネジメント研修と同時期の５月頃から、e-ラーニ

ングを活用して、富士通として取り組んでいる広報ＩＲ活動や知的財産権活動、

情報管理、監査事項など、富士通の管理職として知っておくべき同社固有のル

ールや制度を学ぶことを目的としている。 

 ④集合研修は、高い成果を上げるためのチームマネジメントの考え方や手法

を習得させるべく、約 30 名のグループごとに２泊３日の合宿形式で実施してい

る。時期としては、マネジャー自身が現場で考え、悩んだ上で研修に参加する

方がより効果的であるとの考えから、①～③の研修が終わった後に実施してい

る。具体的な研修内容としては、マネジメントスキルとして１対複数で使用す

るファシリテーションや、１対１で使用するコーチングなどを実施している。 

 これらの必須の研修のほかにも、e-ラーニングや手上げ式のテーマ別研修な

ど、ミドルマネジャー自身が不足していると感じているスキルを主体的に磨く

ことができる研修も用意している。 

 

図表２ マネジャー登用後の実施時期（2010 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）現行の研修体系の評価と今後の取り組み 

 同社は、評価者研修と集合研修を特に重視している。e-ラーニングを活用す

ることによって、知識の付与は容易になっているものの、職場でのコミュニケ

ーションの重要性の認識など、e-ラーニングだけでは習得できないマネジャー

としてのマインドを身に付けることが最も重要であると考えているからである。 

 また、研修で学んだことを実践につなげるためには、自分で考えることや、

他のメンバーとの対話によって得られる「気付き」が重要と考えていることか

職場マネジ

メント研修

部門別

研修

社内制度研修

集合研修

５月 ６月 ８月７月 ９月 １月10月 11月 12月４月

マ
ネ
ジ
ャ
ー
登
用
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ら、評価者研修では対話型ワークショップの形式をすでに導入しているが、今

後は、集合研修に「アクションラーニング」や「内省」などのカリキュラムを

採り入れることも検討している。  
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Ⅱ．ミドルマネジャーの現状課題の把握等に関する調査結果 

Ⅰ．調査概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．調査結果 

１．総合満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「非常に満足（７点）」から「非常に不満（1点）」までの７段階の評価で点数化 

 各項目の割合（％）は、「当該評価項目回答者数÷総合満足度への回答者総数×100」で算出 

 満足度平均値は、各項目の「回答者数×満足度点数（７～１点）」の合計を、回答者総数で除して算

出。算出した値が中央値（４点）より高ければ、満足度は高いとされる 

 「非常に満足」「かなり満足」「やや満足」の各回答を合計すると、経営トップ（72％）

とミドル（82％）のいずれも７割を超えている 

 満足度平均点も、経営トップ（4.8点）とミドル（5.1点）とも５点前後の高い水準と

なっている 

１．調査目的 

40歳前後の中間管理職（以下、ミドル）の現状課題を把握するため、経営トップ・人

事労務担当役員（以下、経営トップ）とミドルそれぞれに対して調査を実施 

２．調査対象 

経団連の人事・労務委員会、雇用委員会、労働法規委員会の委員企業 計156社 

３．調査時期 

2010年12月～2011年１月 

４．回答状況（無回答などは回答人数から除外） 

  ①経営トップ：55名（１社１名） ②ミドル314名（１社につき複数名回答） 

５．調査票フレーム 

 

 

 

 

 

 

 

0%

32%

40%

11%
15%

2% 0%
4%

37%
41%

10%
6%

2% 0%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

非常に満足 かなり満足 やや満足 どちらとも
言えない

やや不満 かなり不満 非常に不満

経営トップ4.8点

ミドル5.1点

図表１

〇総合的に考えて、貴社のミドルの働きぶりについてどの程度満足していますか（経営トップ）

〇総合的に考えて、現在の仕事、職場、会社についてどの程度満足していますか（ミドル）

経営トップn=53

ミドルn=293

満足度平均値（7点満点）

１． 総合満足度

２． 個別項目の満足度

３． ミドルに求められる役割

５． 業務効率化・負担軽減

４． 教育訓練施策クロス１． 総合満足度

２． 個別項目の満足度

３． ミドルに求められる役割

経営トップ（記名） ミドル（無記名）

比較

比較

比較 回答者属性
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２．個別項目の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）個別項目の満足度の全体的な傾向 

  ①「経営トップ」の傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92 

87 

79 

87 

79 

77 

72 

81 

83 

98 

98 

85 

83 

79 

75 

91 

89 

87 

77 

75 

62 

58 

-8 

-13 

-21 

-13 

-21 

-23 

-28 

-19 

-17 

-2 

-2 

-15 

-17 

-21 

-25 

-9 

-11 

-13 

-23 

-25 

-38 

-42 

図表２ 個別項目満足度の全体的な傾向（経営トップ）

自分の仕事に誇りを持って働いているように思う

充実感を持って仕事をしているように思う

活き活きとした表情で仕事をしている

納得性の高い人事・評価制度を運用している

人事・評価制度の運用に納得しているように思う

自社の教育訓練施策（ミドル向け）は、必要な知識やノウハウの習得を可能としている

自社の教育訓練施策（同上）の内容は充実している

ミドルマネジャーに対して、役割や責任を果たすために、十分な権限を与えている

日ごろから部下の指導・育成に取り組んでいる

仕事の担当・分担を明確にしている

求める役割・責任を明確にしている

経営方針や組織目標をよく理解して行動している

仕事の目標レベル（達成の難易度）は適切だ

年収について納得しているように思う

賃金制度の運用に納得しているように思う

仕事の内容・質からみて適当な処遇（給与・資格・ポジション）を行っている

成果や努力を処遇（給与・資格・ポジション）に十分反映させている

処遇（資格・ポジション）について納得しているように思う

日ごろからミドルマネジャーと対話する機会（懇親会や飲み会など）を設けている

業務量は適量だ

十分な人員（部下）を配置している

業務の見直し、効率化によりミドルマネジャーの負荷の軽減を図っている

【①やりがい】

【⑥目標・役割】

【②評価】

【⑧処遇】

【③自己成長】

【⑦報酬水準】

【⑩人間関係】

【⑪作業条件・効率性】

「そう思う」「まあそう思う」と回答した人の割合の合計

「そう思わない」「あまりそう思わない」と回答した人の割合の合計

(%)

【⑤部下育成】

【④権限】

n=53

<図表２・３> 

 設問数は経営トップ向けが22問、ミドル向けが27問。このうち、経営トップとミドルの回答結果

を比較できる項目は14問 

 各項目の満足度を、「そう思う」「まあそう思う」「あまりそう思わない」「そう思わない」の４段階

で評価してもらい、その回答者数の割合を比較 

 各質問項目を【やりがい】などの11分野に整理   ※経営トップは【⑨組織風土】を除く10分野 

<図表４～８> 

 各項目について「そう思う（４点）」から「そう思わない（１点）」の４段階の評価を点数化 

 満足度平均値は、各項目の「回答者数×満足度点数（４～１点）」の合計を、回答者総数で除して算

出。算出した値が中央値（2.5点）より高ければ、満足度は高いとされる 

 

 各分野とも総じて満足度は高いが、他の分野と比べると【⑪作業条件・効率性】に

関する項目で不満の割合が高くなっている 
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 ②「ミドル」の傾向 
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83 
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44 

75 

70 

88 

83 

83 

73 

79 

82 

89 

82 

92 

91 

90 

89 

71 

65 

60 

58 

51 

45 

43 

-8 

-13 

-34 

-17 

-54 

-56 

-25 

-30 

-12 

-17 

-17 

-27 

-21 

-18 

-11 

-18 

-8 

-9 

-10 

-11 

-29 

-35 

-40 

-42 

-49 

-55 

-57 

図表３ 個別項目満足度の全体的な傾向（ミドル）

自分の仕事に誇りを持っている

自分の仕事に充実感がある

会社の人事評価制度の運用には納得している

仕事を通じて、自分の成長を実感できる

自社の教育訓練施策（ミドルマネジャー向け）の内容について満足している

自社の教育訓練施策（同上）で、業務遂行に必要な知識やノウハウは得られている

仕事を遂行するための十分な権限を与えられている

日ごろから部下の指導・育成に取り組めている

業務における自分の目標は明確である

自分の仕事の目標レベル（難易度）は適切だ

自分に求められる役割は明確である

自分の仕事の担当・分担は明確である

自分の年収は、仕事内容・質からみて適当だと思う

社内における自分の資格・ポジションは、仕事内容・質からてみて適当だと思う

職場の雰囲気は良い

他の職場と協力しあえる（雰囲気がある）

上司、先輩に尊敬できる人がいる

部下との意思疎通が図られている

同僚との意思疎通が図られている

上司との意思疎通が図られている

部下から慕われていると思う

自分に与えられている業務量は適量だと思う

自分自身のワーク・ライフ・バランスを実現できている

自分の部署の仕事の能率は高い

無駄な会議や打ち合わせの廃止など、自分の部署の業務の見直し、効率化を実現でき ている

業務上必要な知識や能力を持った人材が十分に配置されている

仕事をこなすために、人員が十分配置されている

「そう思う」「まあそう思う」と回答した人の割合の合計

「そう思わない」「あまりそう思わない」と回答した人の割合の合計

【①やりがい】

【②評価】

【③自己成長】

【⑧処遇】

【⑦報酬水準】

【⑨組織風土】

【⑩人間関係】

【⑪作業条件・

効率性】

【⑥目標・役割】

【⑤部下育成】

(%)

【④権限】

n=293

 【①やりがい】【⑥目標・役割】【⑨組織風土】【⑩人間関係】の分野に関する設問につ

いては満足の割合が総じて高い 

 一方、【③自己成長】【⑪作業条件・効率性】に関連する設問での不満割合の高さが目

立っている 
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（２）個別満足度項目の調査結果（特徴的な回答結果のみ抜粋。有効回答数：経営トップ53、ミドル293） 

 【③自己成長】 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

   

 【⑤部下育成】 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 【⑪作業条件・効率性】 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

３．ミドルに求められる役割 

25%

47%

26%

2%
6%

40%
44%

10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

そう思う まあそう

思う

あまりそう

思わない

そう思わない

経営トップ2.9点

ミドル2.4点

図表４
○自社の教育訓練施策（ミドル向け）の内容は充実している（経営トップ）

○自社の教育訓練施策（ミドル向け）の内容について満足している（ミドル）

満足度平均値（4点満点）

26%

51%

19%

4%4%

41%
45%

11%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

そう思う まあそう

思う
あまりそう

思わない
そう思わない

経営トップ3.0点

ミドル2.4点

図表５
○自社の教育訓練施策（ミドル向け）は、必要な知識やノウハウの習得を可能とし

てい る（ 経営トップ）

○自社の教育訓練施策（ミドル向け）で、業務遂行に必要な知識やノウハウは得ら

れてい る（ ミドル）
満足度平均値（4点満点）

15%

68%

17%

0%

11%

59%

29%

1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

そう思う まあそう
思う

あまりそう
思わない

そう思わない

経営トップ3.0点

ミドル2.8点

図表６
○日ごろ から部下の指導・育成に取り組んでいる（経営トップ）

○日ごろ から部下の指導・育成に取り組めている（ミドル）

満足度平均値（4点満点）

11%

64%

25%

0%

12%

54%

29%

6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

そう思う まあそう

思う
あまりそう

思わない
そう思わない

経営トップ2.9点

ミドル2.7点

図表７

○業務量は適量だ（経営トップ）

○与えられている業務量は適量だと思う（ミドル）

満足度平均値（4点満点）

9%

53%

36%

2%
7%

35%

45%

13%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

そう思う まあそう

思う

あまりそう

思わない

そう思わない

経営トップ2.7点

ミドル2.4点

図表８

○十分な人員（部下）を配置している（経営トップ）

○仕事をこなすために、人員が十分配置されている（ミドル）
満足度平均値（4点満点）

 自社の教育訓練施策に関連する２項目（図表４、５）の満足度平均値は、経営トップ

ではいずれも中央値（2.5点）を上回る高い水準となっている（2.9点、3.0点）のに

対し、ミドルはいずれも2.4点にとどまっている 

 部下育成に関する満足度平均値は、経営トップ（3.0点）、ミドル（2.8点）ともに高

い水準となっているものの、分布状況をみると、ミドルでは「あまりそう思わない」「そ

う思わない」の回答合計が３割に達している 

 業務量に関する項目（図表７）では、「あまりそう思わない」「そう思わない」の回答

合計が、経営トップ、ミドルとも30％前後にのぼっている 

 さらに、人員数に関する不満は特に高く、経営トップでは４割弱、ミドルでは６割近

くが「あまりそう思わない」「そう思わない」と回答している（図表８） 
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図表10 現在重要度が高いものと、自社のミドルが達成できていないと思うもの（経営トップ、上位３つ合計） n=46
（人）

３．ミドルに求められる役割 

（１）「経営トップ」の回答結果（上位３つの合計） 

①「自分自身がミドルの頃」と「現在重要度が高いもの」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「現在重要度が高いもの」と「自社のミドルが達成できていないと思うもの」の比較 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20
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組織や部署が直面する様々な課題を解決する

部下に必要な業務指示・指導を行ない、

その進捗状況を管理する

組織の上層部や組織外からの情報を自分なり

に

咀嚼して部下に伝え、部下の行動を導く

部署の目標達成のために、自らも一人の
プレーヤーとなり、仕事の成果を上げる

部下を動機づけし、職場に良い雰囲気をつくる

部下のキャリア・将来を見据えて
必要な指導・育成をする

職場の経営資源（ヒト、モノ、カ ネ）を配分し、
最適な職場体制を構築する

職場の代表として、社内外からの要請や
問い合わせなどに対応する

経営環境の変化を踏まえた新しい事業や
仕組みを自ら企画立案する

顧客のニーズや世間のトレンド、マーケットの
動向などの情報を収集し業務に活かす

その他

自分自身がミドルの頃に重要度が高かったもの

現在、重要度が高いと思うもの

図表９ ミドルの役割に関して、自分自身がミドルの頃と、現在重要度が高いもの（経営トップ、上位３つ合計）

n=46

（人）

組織の上層部や組織外からの情報を自分なりに
咀嚼して部下に伝え、部下の行動を導く

 「自分自身がミドルの頃」と比べると、現在重要度が高いものとして「経営環境の変

化を踏まえた新しい事業や仕組みを自ら企画立案する」が最も増加（４倍以上）して

いる 

 同様に、「部下のキャリア・将来を見据えて必要な指導・育成をする」も、２倍近く

に増加している 

 「現在重要度が高いもの」の上位２項目は「自社のミドルが達成できていないもの」

においても、同様に最も高い順位となっている 
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（２）経営トップとミドルの回答結果の比較（上位3つ合計結果の比較） 

 ①特に重要度が高いと思うミドルの役割に関する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 ②達成できていないと思うミドルの役割に関する考え方 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

４．教育訓練施策（ミドル向け調査） 

 「部下のキャリア・将来を見据えて必要な指導・育成をする」は経営トップで第１位、

ミドルで第２位となっている 

 一方、「経営環境の変化を踏まえた新しい事業や仕組みを自ら企画立案する」は経営

トップで第２位、ミドルで第６位であり、「組織の上層部や組織外からの情報を自分

なりに咀嚼して部下に伝え、部下の行動を導く」は経営トップで第６位、ミドルで第

１位となるなど、認識に違いがみられる 

 経営トップとミドルともに「経営環境の変化を踏まえた新しい事業や仕組みを自ら企

画立案する」が第１位となっている 

 「部下のキャリア・将来を見据えて必要な指導・育成をする」は経営トップで第２位、

ミドルでは第４位となっており、認識にギャップが出ている 

73.9 
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34.8 

30.4 

28.3 

23.9 

17.4 

15.2 

6.5 

4.3 

4.3 

69.7 

37.1 

44.6 

51.4 

14.3 

18.7 

17.3 

16.3 

14.6 

14.3 

1.7 

経営環境の変化を踏まえた新しい事業や
仕組みを自ら企画立案する

部下のキャリア・将来を見据えて

必要な指導・育成をする

顧客のニーズや世間のトレンド、マーケットの
動向などの情報を収集し業務に活かす

職場の経営資源（ヒト、モノ、カ ネ）を配分し、
最適な職場体制を構築する

組織の上層部や組織外からの情報を自分なりに
咀嚼して部下に伝え、部下の行動を導く

組織や部署が直面する様々な課題を解決する

部下を動機づけし、職場に良い雰囲気をつくる

部下に必要な業務指示・指導を行ない、
その進捗状況を管理する

職場の代表として、社内外からの要請や
問い合わせなどに対応する

部署の目標達成のために、自らも一人の
プレーヤーとなり、仕事の成果を上げる

その他

経営トップ(n=46)

ミドル(n=294)

図表12 達成できていないと思うミドルの役割に関する考え方（経営トップとミドルの比較、上位３つ合計）
（％）
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43.5 

32.6 

23.9 

23.9 

21.7 

17.4 

17.4 

4.3 

0.0 

50.0 

28.6 

31.6 

19.0 

35.7 

50.7 

21.1 

44.2 

10.9 

0.7 

7.5 

部下のキャリア・将来を見据えて
必要な指導・育成をする

経営環境の変化を踏まえた新しい事業や
仕組みを自ら企画立案する

組織や部署が直面する様々な課題を解決する

部署の目標達成のために、自らも一人の
プレーヤーとなり、仕事の成果を上げる

部下に必要な業務指示・指導を行ない、
その進捗状況を管理する

組織の上層部や組織外からの情報を自分なりに
咀嚼して部下に伝え、部下の行動を導く

職場の経営資源（ヒト、モノ、カ ネ）を配分し、
最適な職場体制を構築する

部下を動機づけし、職場に良い雰囲気をつくる

顧客のニーズや世間のトレンド、マーケットの
動向などの情報を収集し業務に活かす

その他

職場の代表として、社内外からの要請や
問い合わせなどに対応する

経営トップ(n=46)

ミドル(n=294)

図表11 特に重要度が高いと思うミドルの役割に関する考え方（経営トップとミドルの比較、上位３つ合計） （％）
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 ４．教育訓練施策（ミドル向け調査） 

 ・自分自身が特に習得しなければならないもの（上位３つ合計） 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．業務効率化・負荷軽減に関する取り組み（ミドル向け調査） 

  ・会社として積極的に推進すべきと思うもの 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：（ ）内は第１位から第３位までの回答者の合計 

以 上 

 上位３つの回答合計では、「職場レベルでの業務の見直し」が最も多くなっているが、

第１位だけに着目すると、「経営トップ主導による全社的な組織・業務の見直し」が最

も多くなっている 

 最も多いのは「リーダーシップのあり方」（47.6％）となっており、「語学スキル」

（43.8％）と「業務・部下管理（マネジメント）に関する施策」（41.4％）も４割を

上回っている 

47.6 

43.8 

41.4 

34.8 

30.3

25.9 

18.3 

16.9

15.2 

13.4 

8.3 

4.1

リーダーシップのあり方

語学スキル

業務・部下管理（マネジメント）に関する施策

コーチング技術

異業種交流会などによる社外ネットワークの構築支援

世間のトレンドや業界の特性などの一般知識

法令・コンプライアンス等に関する知識

対人コミュニケーションスキル

自分自身のきづき（強みや弱みの確認等）

メンタルヘルス・マネジメントに関する知識（管理職向け）

ITスキル

メンタルヘルスに関するセルフケア知識（自分自身向け）

図表13 教育訓練施策に関して、自分自身が特に習得しなければならないと思うもの（３つ選択、ミドル）
（％）

n=290

79

94

62

21

20

15

6

2

103

49
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38

37

18

4

41

36

67

56

40

44

11

4

職場レベルでの業務内容の見直し

経営トップ主導による全社的な

組織・業務の見直し

職場レベルでの無駄な会議や打ち合わせ

の廃止などによる業務の見直し

社内外の教育研修などにより、

従業員の能力の向上を図る

ITを活用した業務効率化の推進

人員の増員

その他

特に必要なし

第１位

第２位

第３位

（人）

n=299図表14 会社として積極的に推進すべきと思うもの（ミドル、上位３つ）
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